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第 ５ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

平成30年10月19日(金曜日) 

            午前９時58分開議 

                     午前11時56分休憩 

            午後０時59分開議 

            午後２時19分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第42号 平成29年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第47号 平成29年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 議案第48号 平成29年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 議案第49号 平成29年度熊本県用地先行取

得事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第51号 平成29年度熊本県林業改善資

金特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 議案第52号 平成29年度熊本県沿岸漁業改

善資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第54号 平成29年度熊本県流域下水道

事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

 ――――――――――――――― 

出席委員(11人) 

        委 員 長 小早川 宗 弘 

        副委員長 髙 野 洋 介 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員 緒 方 勇 二 

        委  員 河 津 修 司 

        委  員 松 村 秀 逸 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 福 島 誠 治 

       政策審議監 竹 内 信 義 

      生産経営局長 山 下 浩 次 

      農村振興局長 西 森 英 敏 

        森林局長 三 原 義 之 

        水産局長 木 村 武 志 

    農林水産政策課長 千 田 真 寿 

      団体支援課長 杉 山 正 三 

 流通アグリビジネス課長 井 上 克 浩 

      農業技術課長 酒瀬川 美 鈴 

      農産園芸課長 大 島   深 

         政策監 後 藤 雅 彦 

  首席審議員兼畜産課長 中 村 秀 朗 

  農地・担い手支援課長 下 田 安 幸 

      農村計画課長 渡 邉 泰 浩 

      農地整備課長 福 島 理 仁 

     むらづくり課長 久保田   修 

      技術管理課長 今 田 久仁生 

      森林整備課長 松 木   聡 

      林業振興課長 入 口 政 明 

      森林保全課長 古 賀 英 雄 

      水産振興課長 山 田 雅 章 

    漁港漁場整備課長 菰 田 武 志 

 土木部 

         部 長 宮 部 静 夫 

       総括審議員 

     兼河川港湾局長 永 松 義 敬 

       政策審議監 平 井 宏 英 

      道路都市局長 上 野 晋 也 

      建築住宅局長 上 妻 清 人 

       首席審議員 
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兼監理課長 藤 本 正 浩 

     用地対策課長 馬 場 一 也 

    土木技術管理課長 田 尻 雅 裕 

      道路整備課長 亀 崎 直 隆 

      道路保全課長 勝 又 成 也 

      都市計画課長 坂 井 秀 一 

      下水環境課長 渡 辺 哲 也 

        河川課長 竹 田 尚 史 

        港湾課長 松 永 清 文 

        砂防課長 中 山 雅 晴 

        建築課長 松 野 秀 利 

        営繕課長 重 松   隆 

        住宅課長 小路永   守 

   ――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 能 登 哲 也 

          会計課長 無 田 英 昭 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

         局 長 中 山 広 海 

         監査監 田 原 英 介 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 若 杉 美 穂 

       議事課主幹 岡 部 康 夫 

       議事課主幹 門 垣 文 輝 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○小早川宗弘委員長 それでは、ただいまか

ら第５回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、午前に農林水産部の審査を行い、

午後から土木部の審査を行うこととしており

ます。 

 それでは、これより農林水産部の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで、できるだけ簡潔に

お願いいたします。 

 それでは、農林水産部長から決算概要の総

括説明を行い、続いて担当課長から順次資料

の説明をお願いします。 

 初めに、福島農林水産部長。 

 

○福島農林水産部長 それでは、着座にて失

礼いたします。 

 決算の御説明に先立ちまして、昨年度の決

算特別委員長報告において、施策推進上改善

または検討を要する事項等とされた３点につ

きまして、その後の措置状況を御報告いたし

ます。 

 第１点目は、「増大する震災関連業務へ的

確に対応するためには、職員の健康管理が重

要であり、特定の部署、職員へ過度な業務の

集中が生じないよう、引き続き人員の確保に

努め、職員の健康管理に十分留意するこ

と。」との御指摘でございました。 

 これにつきましては、まず人員の確保につ

いては、復旧、復興業務等の一時的な業務増

について十分なマンパワーを確保するため

に、任期つき職員や他県応援職員の協力を得

ながら対応しているところです。 

 また、恒常的な時間外勤務が発生しないよ

う、効率的、計画的な事務執行について各課

で取り組みを推進した結果、平成29年度の時

間外勤務実績は、地震前の平年ベースよりは

まだ多い時間数ではあるものの、平成28年度

と比較し、本庁職員の１人当たりで33％の減

少となるなど、改善が見られる状況となって

おります。 

 さらに、業務の負荷が特定の職員に偏らな

いよう、本庁各課職員の毎月の勤務実績を筆

頭課へ報告させ、時間外勤務が極端に多い場

合は、その原因と対応を確認するなどの取り

組みを行っています。 

 年度後半は時間外が増加する傾向があるた

め、引き続き、職員の健康管理に留意しなが

ら業務に取り組んでまいります。 

 第２点目は、「熊本地震関係の繰越事業に
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ついては、現在の事業を取り巻く状況から見

て、期限内での完了が困難な事業も出てくる

と思われる。こうした繰越事業を確実にやり

遂げるため、工期の設定について必要な対応

を行うなど、事故繰越も含め、個々の状況を

踏まえた柔軟な対応を検討すること。」との

御指摘でございました。 

 農林水産部におきましては、これまでも、

国の経済対策への対応等において、繰越制度

を積極的に活用してまいりました。あわせ

て、土木部と連携して入札制度の見直しと受

注者の施工確保対策を実施するとともに、柔

軟な工期の設定など工事の施工促進を図って

きたところでございます。 

 一方で、平成29年度は建設関係技能者や建

設資材の不足などを背景とした入札不調が多

く、不調・不落発生率は27％と、地震発生前

の１％台と比較して高くなりました。また、

施工中の工事においても、同様の理由により

工期がおくれ、繰り越さざるを得ない状況も

見られました。 

 こうした状況を踏まえ、平成29年度からの

繰越額は、２月補正予算にて計上いたしまし

た国補正分125億円余に加えまして、震災関

連事業などを合わせた総額556億円余を計上

するとともに、未契約のため事故繰越ができ

ないと見込んだ11億円余は、平成30年度予算

での再計上を行ったところでございます。 

 繰り越した事業につきましては、今後と

も、早期の完成に向け、全力で取り組んでま

いります。 

 第３点目は、「入札制度の見直し等につい

て、県においては、農林水産部と土木部が連

携して制度の改善等を随時行っているが、市

町村に対しても、これらの情報を提供するな

ど、連携の強化に努めること。」との御指摘

でございました。 

 これにつきましては、平成29年９月以降、

土木部と連携の上、被災市町村との意見交換

を重ね、各市町村の発注工事が不調、不落と

ならないよう、県内全域の事業者が入札に参

加できることを希望する市町村とともに県内

数カ所で事業者向けの説明会を開催するな

ど、市町村と連携した不調・不落対策を行っ

ております。 

 その結果、県内全市町村の今年度８月まで

の不調・不落発生率は14％と、昨年度１年間

の25％を下回っており減少しています。 

 ただし、依然として高い水準になりますの

で、今後も引き続き各市町村の不調、不落の

状況を注視していくとともに、土木部と連携

して必要に応じて市町村への支援を行ってま

いります。 

 続きまして、農林水産部における一般会

計、特別会計の平成29年度決算の概要につい

て御説明申し上げます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 まず、歳入につきましては、一般会計と２

本の特別会計を合わせまして、収入済み額が

665億3,400万円余、不納欠損額が70万円、収

入未済額が１億4,300万円余となっておりま

す。 

 収入未済額については、債権者の財産差し

押さえや分納誓約書による分割納入等によ

り、前年度より2,800万円余減少しておりま

すが、今後もさらに債務者の資産状況に応じ

た対策を行い、回収を進めてまいります。 

 また、歳出については、支出済み額が895

億3,100万円余、翌年度繰越額が556億800万

円余、不用額が221億4,700万円余となってお

ります。 

 翌年度繰越額は、震災関連工事等の実施に

当たり、資材の調達や建設関係技能者の確保

が困難となり、不測の日数を要したことなど

により繰り越したものですが、平成28年度と

比較すると26％減少しております。また、不

用額は、補助事業における要望額の減等によ

る事業量の減少や事業執行に伴う入札残など

です。 

 以上が農林水産部の決算の概要でございま
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す。詳細につきましては、各課長から御説明

いたしますので、御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 引き続き、各課長から

説明をお願いいたします。 

 

○千田農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 初めに、本年度の定期監査結果に関する報

告におきましては、農林水産部は、農地・担

い手支援課について指摘がありました。後ほ

ど担当課長から説明いたします。 

 それでは、お手元の決算特別委員会説明資

料に沿って説明させていただきます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 農林水産政策課の歳入につきましては、不

納欠損額、収入未済額はありません。 

 下から２段目の農林水産関係事業助成金に

つきまして、予算現額と収入済み額との比較

で450万円の減額となっています。これは、

バリ州との農畜産業技術交流事業について、

財源として見込んでいたＪＩＣＡ事業の公募

が昨年度内に行われなかったためでありま

す。 

 また、最下段の年度後返納380万円余の増

額につきましては、過年度分の扶養手当等の

返納金でございます。 

 次に、歳出につきまして説明させていただ

きます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 １段目、総務費のうち、一般管理費につき

ましては、繰越額、不用額ともございませ

ん。 

 中段の農業総務費の不用額906万円余につ

きましては、事業量の減等に伴う執行残でご

ざいます。 

 次に、附属資料の１ページをお願いいたし

ます。 

 翌年度への繰り越しについて説明させてい

ただきます。 

 農業公園施設保全計画策定事業につきまし

ては、工法検討に関する調査に不測の日数を

要したため、繰り越したものでございます

が、本年６月末には事業完了しております。 

 農林水産政策課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○杉山団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 資料は、決算特別委員会説明資料にお戻り

ください。 

 ５ページから一般会計の歳入でございま

す。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ２段目の農業改良資金貸付金回収金の不納

欠損額70万円と収入未済額2,100万円余、さ

らに、一番下の段の貸付金延滞違約金の収入

未済額870万円余につきましては、後ほど附

属資料により一括して説明させていただきま

す。 

 ８ページから一般会計の歳出でございま

す。 

 ９ページをお願いいたします。 

 上段の農業金融対策費につきまして、これ

は、農業関係の各種制度資金に係る経費でご

ざいますが、不用額が2,600万円余ございま

す。主な理由は、備考欄の上段に記載してお

りますとおり、貸付金の資金需要が見込みを

下回ったこと等による執行残でございます。 

 下段の農業協同組合指導費は、農協に対す

る指導等のための経費でございますが、不用

額が800万円余ございます。これは、備考欄

に記載のとおり、事業未実施による執行残が

主な理由で、農協合併支援事業が合併の延期

により事業未実施となったものでございま

す。 

 10ページをお願いいたします。 

 一番下の段の林業振興指導費は、森林組合

に対する指導のための経費と林業振興資金貸
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付金でございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 ３段目の水産業協同組合指導費は、漁協に

対する指導や漁業振興貸付金等の漁業関係の

各種制度資金でございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 林業改善資金特別会計でございます。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損はご

ざいません。 

 中ほどの林業・木材産業改善資金貸付金償

還元金と13ページの２段目の林業・木材産業

改善資金違約金の収入未済額につきまして

は、一般会計同様、後ほど附属資料により説

明をさせていただきます。 

 14ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、上から２段目の林

業・木材産業改善資金助成金は、林業及び木

材産業の経営改善等を支援するために無利子

で貸し付ける資金でございますが、不用額

2,590万円余につきましては、資金需要が見

込みを下回ったことによるものでございま

す。 

 15ページをお願いいたします。 

 沿岸漁業改善資金特別会計の歳入でござい

ますが、不納欠損はございません。 

 下から２段目の沿岸漁業改善資金貸付金償

還元金と下段の貸付金延滞違約金の収入未済

額につきましては、後ほど附属資料により説

明をさせていただきます。 

 16ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、沿岸漁業改善資金助

成金は、近代的な漁業技術の導入等に必要な

資金を無利子で貸し付けるものでございます

が、不用額3,600万円余につきましては、資

金需要が見込みより少なかったことによるも

のでございます。 

 続きまして、決算特別委員会附属資料をお

願いいたします。 

 資料の85ページをお願いいたします。 

 団体支援課の収入未済の状況について御説

明いたします。 

 上段の表、一般会計では、農業改良資金貸

付金回収金2,190万円余と貸付金延滞違約金

870万円余が収入未済となっております。こ

のうち、本年９月末現在で53万円余を回収し

ております。 

 なお、不納欠損額につきましては、後ほど

御説明をいたします。 

 中段の表の林業・木材産業改善資金は、元

金400万円余と延滞違約金40万円余が収入未

済となっており、９月末現在で237万円余を

回収しております。 

 下段の表の沿岸漁業改善資金は、元金990

万円余、延滞違約金440万円余が収入未済と

なっており、９月末現在で70万円余を回収し

ております。 

 86ページをお願いいたします。 

 上段の表は、収入未済額の過去３カ年の推

移でございます。 

 １段目と２段目の農業改良資金の元金と違

約金の合計額は、前年度と比較をいたします

と315万円余減少をしております。 

 ３段目の漁協金融円滑化貸付金は、延滞違

約金につきまして、誓約書に基づき分納中で

ございます。 

 ４段目、５段目の林業・木材産業改善資金

の元金と違約金の合計額は、前年度に比べま

して240万円ほど減少をしております。 

 ６段目、７段目の沿岸漁業改善資金の元金

と違約金の合計額は、前年度比較で67万円余

減少をしております。 

 なお、いずれも29年度に新たな収入未済は

発生しておりません。 

 結果、団体支援課の収入未済額全体では、

前年度に比べまして660万円余減少をしてお

ります。 

 下段の収入未済額の状況ですが、延滞者の

数は下段の合計欄の件数16名となっており、

いずれも分割により納付中でございます。 

 87ページをお願いいたします。 
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 平成29年度の未収金対策でございます。 

 農林漁業のいずれの貸付金も、全ての債務

者から分納誓約書を徴取しており、分納計画

を確実な納付に結びつけるため、毎年面談に

より債務者や連帯保証人に対する催告を徹底

して行っております。 

 また、連帯保証人と連名で分納誓約書を徴

するということにつきましても取り組んでお

ります。 

 また、新たな未収金の発生を防止するた

め、延滞発生後は速やかに督促を行うほか、

農協、漁協、森林組合を通じまして経営状況

等を把握し催告を行っております。 

 未収金の回収につきましては、今後とも関

係機関と連携を図り、経営状況等も十分把握

しながら回収に努めてまいります。 

 最後に、92ページをお願いいたします。 

 不納欠損につきまして御説明をいたしま

す。 

 農業改良資金貸付金の未償還金70万円につ

きましては、貸し付けの相手方が自己破産

し、また、３名の連帯保証人は死亡、さら

に、その相続人につきましても、調査の結

果、いずれも死亡あるいは相続放棄をしてい

ることが判明したため、今後の回収見込みが

なくなったことから、平成30年２月議会で権

利の放棄について議決をいただきまして、不

納欠損の処理を行ったものでございます。 

 団体支援課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○井上流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 まず、説明資料に戻っていただきまして、

17ページ目をお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額ともございません。 

 続きまして、一般会計の歳出について御説

明いたします。 

 説明資料の18ページ目をお願いいたしま

す。 

 ２段目、農業総務費でございますが、これ

は、農産物の流通対策やブランド確立対策な

どに係る事業経費でございます。 

 不用額は2,500万円余でございます。不用

額の主な内容は、人件費の執行残や経費節減

に伴う執行残などでございます。 

 次に、19ページ目をお願いいたします。 

 ２段目、農業改良普及費でございますが、

これは、企業の農業参入促進に係る事業経費

です。 

 翌年度繰越額が4,000万、不用額は400万円

余でございます。 

 翌年度の繰越額の内容につきましては、繰

越事業調べで御説明させていただきます。 

 不用額の主な内容は、事業量の減などに伴

う執行残でございます。 

 続きまして、附属資料の２ページ目をお願

いいたします。 

 繰越事業について御説明いたします。 

 企業の農業参入促進・定着支援事業でござ

いますが、これは、山鹿市菊鹿町にある熊本

ワインの醸造設備の整備費用でございます。

作業工程などの見直しが生じたため、設計変

更に不測の日数を要し、繰り越しを行ったも

のでございます。工事は７月までに全て完了

しております。 

 流通アグリビジネス課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○酒瀬川農業技術課長 農業技術課でござい

ます。 

 説明資料にお戻りいただきまして、20ペー

ジをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額はござい

ません。 

 予算現額と収入済み額との比較につきまし

て、差額の大きいものを説明させていただき

ます。 
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 21ページをお願いいたします。 

 ２段目の地方創生拠点整備交付金でござい

ます。 

 予算現額と収入済み額との比較がマイナス

10億3,500万円余となっておりますが、これ

は繰り越しに伴う減でございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 中ほどにあります農畜産物売払収入です

が、予算現額と収入済み額との比較が1,700

万円余増額となっておりますが、これは、農

業研究センターにおける生産物売い払い収入

で、農畜産物の収量増などによるものでござ

います。 

 23ページをお願いいたします。 

 一番下の段の雑入の収入未済額５万5,000

円につきましては、附属資料で後ほど御説明

いたします。 

 24ページをお願いいたします。 

 歳出につきまして御説明いたします。 

 下段の農業改良普及費でございますが、こ

れは、普及職員の人件費や活動費でございま

す。 

 不用額の1,400万円余につきましては、そ

の理由としまして、事業量の減少や経費節減

等による執行残でございます。 

 続きまして、26ページをお願いいたしま

す。 

 26ページの下段の農業研究センター費でご

ざいます。 

 翌年度繰越額の20億6,700万円余につきま

しては、附属資料の繰越事業調べで後ほど御

説明させていただきます。 

 不用額の4,400万円余につきましては、人

件費の執行残や施設整備、備品購入の入札、

経費節減等の減による執行残でございます。 

 27ページをお願いいたします。 

 下段の農業施設災害復旧費でございます

が、これは、農業研究センターの地震等によ

る災害復旧費でございます。 

 翌年度繰越額につきましては、後ほど附属

資料の繰越事業調べで御説明いたします。 

 不用額の４億7,700万円余につきまして

は、その主な理由としまして、茶業研究所の

製茶工場は建てかえが必要ではないかと予算

計上をしておりましたが、結果的に修繕で済

んだことや、そのほかの研究所におきまして

も、施設修繕が見込み額より実際の被災額が

少なかったことによる執行残でございます。 

 続きまして、附属資料にて繰越額と収入未

済額につきまして御説明いたします。 

 附属資料の３ページから４ページにかけま

しての繰越額でございます。 

 まず、３ページの上段、施設改修事業は、

農業研究センター、果樹研究所等の施設改修

において、資材や建設関係技能者の不足によ

り、570万円余を繰り越しております。果樹

研究所、農産園芸研究所の工事は完了し、残

りの工事１件も年度内完成を予定しておりま

す。 

 下段の次世代農業ローカルイノベーション

創出事業は、農業研究センターの施設整備で

ございます。国の経済対策に伴い、２月補正

で予算計上したものでございますが、年度内

の事業完了が見込めなかったため、全額繰り

越したものでございます。現在、全事業にお

いて設計まで完了し、年度内での工事完了を

めどに進めております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 上段の次世代農業ローカルイノベーション

創出事業ですが、これは、国の経済対策に伴

う農業研究センターの施設整備事業ですが、

交付決定が29年２月で、施工業者における資

材や建設関係技能者の不足、また、設計工程

の検討に不測の日数を要し、２億7,100万円

余を翌年度に繰り越しております。高原農業

研究所における工事は完了しており、残りの

研究所も年内に完了する予定でございます。 

 下段の農業研究センター施設・設備災害復

旧事業では、地震による被害で果樹研究所等

の復旧工事において、設計段階で新たな内壁
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の亀裂が判明し、計画変更等により不測の日

数を要したため、8,800万円余を繰り越して

おります。果樹研究所における工事は、完了

しており、残りの茶業研究所も年内に完了予

定でございます。 

 次に、88ページをお願いいたします。 

 収入未済額の状況につきまして御説明いた

します。 

 １の平成29年度歳入決算の状況のとおり、

収入未済額が５万5,000円となっておりま

す。これは、28年11月に玉名地域振興局管内

で発生いたしました公用車の交通事故に伴う

損害賠償金でございます。平成29年６月以降

の納付が滞納となり、訪問により5,000円を

回収できましたが、その後、相手方並びに連

帯保証人が服役中のため、徴収できておりま

せん。定期的に相手方の母親から情報を収集

し、回収に努めてまいります。 

 農業技術課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 説明資料にお戻りいただきまして、28ペー

ジをお願いいたします。 

 一般会計の歳入について御説明をいたしま

す。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はありません。 

 上から２段目の国庫支出金ですが、予算現

額と収入済み額との比較で89億円余の減額と

なっております。 

 主なものといたしまして、５段目の国産農

産物生産・供給体制強化対策費補助は、備考

欄記載の産地パワーアップ事業、６段目の農

業・食品産業強化対策整備交付金は、備考欄

記載の強い農業づくり交付金ですけれども、

いずれも繰り越しに伴うもの及び事業量の減

に伴う減額となったものでございます。 

 続きまして、29ページをお願いいたしま

す。 

 ５段目の諸収入でございますが、予算現額

と収入済み額との比較で３億3,000万円余の

減額となっております。これは、主に最下段

の産地パワーアップ事業補助金について、国

から全国団体に基金として積み立てられた財

源を活用した国庫補助事業ですが、事業量の

減及び繰り越しに伴い減額となったものでご

ざいます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 資料は、30ページを飛ばしていただいて、

31ページをお願いいたします。 

 農作物対策費ですが、生産総合事業や産地

パワーアップ事業などにおいて、翌年度繰越

額55億9,000万円余となっており、後ほど附

属資料にて御説明をいたします。 

 不用額42億8,000万円余につきましては、

主な理由としまして、備考欄の理由の１、計

画変更、事業量減少に伴う執行残は、国の経

済対策に伴い、予算措置を行いました産地パ

ワーアップ事業において、前年度前倒し等を

行ったことに伴いまして19億6,000万円余と

なっております。 

 ５の当初の要望額に対して実績額が下回っ

たことによる執行残は、熊本地震被災施設整

備等対策事業などにおきまして21億6,000万

円余となっております。 

 次に、32ページをお願いいたします。 

 最下段の災害復旧費ですが、備考欄に記載

の農業共同利用施設災害復旧事業において、

理由にありますように、補助対象経費が確定

したことに伴う執行残となっております。 

 続きまして、附属資料で繰り越し関係を説

明させていただきます。 

 附属資料の５ページをお願いいたします。 

 １段目の生産総合事業につきましては、園

芸用ハウスなどの整備を行っているものです

が、繰越理由欄に記載のとおり、資機材及び

建設関係技能者不足により繰り越したもの
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で、現在14カ所が完了し、残りは来年２月末

までに完了予定でございます。 

 ２段目の産地パワーアップ事業につきまし

ては、園芸用ハウスなどの整備を行っている

もので、国の経済対策に伴い、２月補正で成

立した予算であり、全額翌年度に繰り越した

ものです。現在３カ所が完了し、残りは年度

内に完了予定でございます。 

 ３段目のくまもと土地利用型農業競争力強

化支援事業、４段目の中山間地域等ＪＡ参入

営農モデル事業につきましては、いずれも資

機材及び建設技能者不足により繰り越しまし

たが、５月末までに完了いたしております。 

 ５段目の台風被害生産施設復旧対策事業に

つきましては、さきの台風対策として創設し

た当該事業を活用いたしまして、本年１月に

発生いたしました雪害の復旧に対応したもの

で、繰り越して本年度整備中でございます。

現在３カ所が完了しており、残りは来年２月

末までに完了予定でございます。 

 次に、事故繰越について御説明いたしま

す。 

 資料の６ページをお願いいたします。 

 １段目の熊本地震被災施設整備等対策事業

につきましては、繰越理由欄にありますよう

に、地下水保全のため、くい打ち工事を近隣

の水道工事完了までおくらせたことによるも

ので、５月末までに完了いたしております。 

 ２段目と３段目の産地パワーアップ事業に

つきましては、資機材及び建設関係技能者の

不足等に伴うもので、八代市分は５月に、芦

北町分は、資料では９月１日現在で記載して

おり90％となっておりますが、９月末までに

既に完了いたしております。 

 農産園芸課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いします。 

 

○中村畜産課長 畜産課でございます。 

 説明資料の33ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、33ページから37ペー

ジまででございますが、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 予算現額と収入済み額との差が大きいもの

につきましては、35ページの２段目の畜産競

争力強化整備事業費補助、37ページの３段目

の畜産・酪農収益力強化等特別対策事業補助

金が主なものでございます。これは、畜産ク

ラスター事業における事業量の減及び翌年度

への繰り越しによるものでございます。 

 また、35ページ中段ほどに財産収入の項目

がございます。種雄牛の凍結精液の売り払い

収入等、予算額より約800万多く収入を得て

おります。 

 続きまして、歳出について御説明させてい

ただきます。 

 38ページをお願いいたします。 

 最下段の畜産振興費は、畜産クラスター事

業を初めとした畜産業の振興に資する費用で

ございます。 

 翌年度繰越額の12億2,585万円余につきま

しては、後ほど御説明いたします。 

 不用額23億296万円余の理由につきまして

は、右の備考欄に記載しておりますとおり、

事業量減少に伴う執行残によるものでござい

ます。その主なものといたしましては、備考

欄の事業の概要の１に記載しております畜産

クラスター事業でございます。国が平成28年

８月に打ち出しました経済対策に対応したも

ので、平成29年度分を前倒し確保したため

に、その大半を29年度へ繰り越しいたしまし

た。予算化の時点では、熊本地震からの創造

的復興、規模拡大への要望がありましたが、

建築資材等の高騰の影響もあり、規模拡大は

行わず、原状復旧にとどめ、９割補助の被災

型経営体育成支援事業を活用するとの考えに

至る畜産農家が出てきたために、不用となっ

たものでございます。 

 39ページをお願いいたします。 

 下段の家畜保健衛生費は、家畜保健衛生所

の施設整備を初めとした家畜の衛生、防疫に
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資する費用でございます。 

 翌年度繰越額の6,894万円余につきまして

は、後ほど御説明いたします。 

 不用額２億2,823万円余でございますが、

右の備考欄の内訳に記載しておりますとお

り、事業量減少に伴う執行残が２億668万円

となっております。 

 この主なものといたしましては、南関町で

平成28年12月27日に発生いたしました鳥イン

フルエンザ防疫強化対策事業において、必要

な予算を確保し、防疫措置後の発生農場や周

辺農場への補償確定には時間を要するために

29年度に事業費の一部を繰り越しました。そ

の調査の結果、発生農場や周辺農場への補償

額が想定より少なかったために、不用となっ

たものでございます。 

 続きまして、別冊附属資料の繰越事業につ

いて御説明いたします。 

 ７ページをお願いいたします。 

 １番目の家畜保健衛生所施設整備事業につ

いては、山鹿市にある城北家畜保健衛生所

で、旧庁舎解体の業者選定に想定以上の日数

を要したために、工事の一部を繰り越したも

のです。本年の12月末までに完了を予定して

おります。 

 ２番目の公社営畜産基地建設事業について

は、建設予定地において熊本市単独事業が予

定したスケジュールどおりに完了しなかった

ために、本事業を繰り越したものでございま

す。来年１月までに完了を予定しておりま

す。 

 事故繰越、８ページをお願いいたします。 

 畜産クラスター事業について、歳出の部で

も御説明いたしましたが、国が平成28年８月

に打ち出しました経済対策に呼応したもの

で、29年の分を前倒しして確保いたしました

けれども、事業を進める中で、熊本地震の影

響もあり、施工業者において建築資材の入手

や作業員の確保ができず、工事施工が困難と

なったために、一部を繰り越したものでござ

います。繰り越しいたしました17カ所のうち

14カ所は完了し、残る３カ所も本年12月末ま

でに完了を予定しております。 

 今後とも速やかな事業完了に努めてまいり

ます。 

 畜産課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○下田農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 まず初めに、今年度の定期監査における指

摘事項につきまして御説明をさせていただき

ます。 

 お手元の１枚の資料、表題に「監査結果指

摘事項」と書かれました資料をごらんいただ

きたいと思います。 

 指摘事項といたしましては、農業大学校旧

寮解体工事による断線についてでございま

す。 

 この案件は、農業大学校において、昭和53

年の農業大学校開校当時に建設し、現在は使

っていなかった旧学生寮の解体工事を昨年度

実施した際に発生したものでございます。 

 指摘事項の内容につきましては、農業大学

校の「旧寮解体工事において、作業中に解体

工事と関係のない浄化槽へつながる電気配線

が切断されたことにより使用不能となり」ま

して「新たに浄化槽の排水業務委託が発生す

るとともに、浄化槽を復旧させるために解体

工事の変更契約がなされている。発注に当た

っては、周到な事前調査と準備を行い、断線

等の事故が起きないよう努めること。」との

御指摘をいただいております。 

 次に、中段の事案の概要についてでござい

ます。少しつけ加えさせていただきます。 

 今回解体した旧寮の隣接地には、旧寮用で

はなく農大の本館用の合併浄化槽が旧寮閉鎖

から約10年後に整備されておりました。ただ

し、旧寮解体工事を発注した際には、旧寮建

物の周辺隣接地に設置されていましたこの合
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併浄化槽までの電気配線を確認するための設

計書等を農業大学校及び農地・担い手支援課

で管理できておらず、解体しようとする通電

していない旧寮の渡り廊下に解体建物とは関

係のないこの浄化槽への電気配線があること

を把握できておりませんでした。 

 そのため、旧寮の解体工事の発注設計書等

には、浄化槽への電気配線を示しておらず、

旧寮解体工事中に浄化槽への電気配線を切断

したものでございます。それに伴い、浄化槽

の排水ができなくなったため、緊急的に自家

発電による排水が必要となり、排水業務委託

契約を行い、その後、新たな電気配線工事を

実施したものでございます。 

 次に、対応状況でございます。 

 事案発生後、隣接する浄化槽を整備した当

時の電気配線を含む設計書を探したところ、

旧寮のものとは別に保管してありました。 

 よって、本件につきましては、電気配線工

事の設計書等が工事発注前に確認できていれ

ば、電気配線場所が特定でき、電気配線の切

断が防げたことから、設計書等につきまして

は、これまでは年度ごとに管理していたもの

を、本件発生後は関連する施設を一括して保

管、管理する形に変更し、隣接の施設まで確

認できるようにしたところでございます。 

 また、今後の発注に当たっては、事前に当

課が農業大学校と合同で現場及び設計書等で

周辺の関連施設の有無を丁寧に確認した上

で、関係書類一式を設計業者へ提供し、現場

説明することで、同様の案件が発生しないよ

うにしてまいります。 

 この徹底を図るため、関係職員に対しては

周知を図り、工事実施前の事前確認と準備を

徹底するよう、意識啓発、認識向上を図り、

再発防止に努めてまいります。 

 監査の指摘事項につきましては以上でござ

います。 

 それでは、続きまして、平成29年度の一般

会計の決算について御説明させていただきま

す。 

 決算特別委員会説明資料の41ページをお願

いいたします。 

 まず、歳入につきましては、不納欠損、収

入未済額はございません。 

 予算現額と収入済み額との比較で差額の大

きいものを中心に説明させていただきます。 

 下から３段目の国庫支出金、国庫補助金が

90億円余のマイナスとなっておりますが、い

ずれも繰り越しと事業量の減によるものでご

ざいます。 

 その多くにつきましては、次の42ページを

お願いいたします。 

 42ページの下から３段目の農業・食品産業

強化対策整備交付金でありまして、具体的に

は、右の備考欄にありますように、熊本地震

で被災した農舎、畜舎、ハウス等の再建を進

める震災復旧緊急対策経営体育成支援事業に

おける資材の確保困難等での繰り越し及び事

業量の減少によるものでございます。 

 続きまして、44ページをお願いいたしま

す。 

 一番上の大きな枠の段のところ、財産売払

収入についてでございます。これは、農業大

学校での実習により多くの生産物を生産でき

たこと等で、予算額より900万円余の収入増

となっております。 

 続きまして、45ページをお願いいたしま

す。 

 下から３段目の青年就農給付金事業補助金

でございます。給付金の対象者枠を1,123名

分確保しておりましたが、実績として申請が

ありましたものが1,055件と、若干減少した

ことにより、9,400万円余の減となっており

ます。 

 次に、歳出について、46ページからお願い

いたします。 

 不用額を生じた事業及びその主な理由につ

いて説明させていただきます。 

 また、各事業の翌年度繰越額につきまして
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は、後ほど別冊の附属資料の中で一括して説

明させていただきます。 

 まず、下段の農業総務費についてでござい

ますが、これは、農地の集積や農業経営の法

人化の推進等に要するものでございます。 

 不用額が１億2,900万円余生じております

が、これは、事業量の確定等に伴う執行残で

ございます。 

 次に、47ページをお願いいたします。 

 上段の農業改良普及費につきましては、農

業次世代人材投資事業、いわゆる青年就農給

付金の交付等に要するものでございます。 

 不用額が１億200万円余生じております

が、これは、先ほど歳入で申し上げました形

での事業量の確定に伴う執行残等でございま

す。 

 次に、中段の農業構造改善事業費につきま

しては、経営体育成支援事業等の補助に要す

る経費でございます。 

 不用額が６億5,900万円余生じております

が、これは、国の国庫内示減に伴う執行残等

でございます。 

 続きまして、下段の農業指導施設費につき

ましては、農業大学校における施設整備工事

に要する経費でございます。 

 不用額が3,100万円余生じておりますが、

これは入札残等によるものでございます。 

 続きまして、48ページをお願いいたしま

す。 

 下から２段目の農業施設災害復旧費につき

ましては、熊本地震関連の震災復旧緊急対策

経営体育成支援事業の補助等に要する経費で

ございます。 

 不用額が40億8,000万円余生じております

が、これは、事業量の確定等に伴う執行残で

ございます。 

 続きまして、別冊の附属資料の繰越事業に

ついて御説明させていただきます。 

 資料の９ページをお願いいたします。 

 まず、明許繰越分が５件ございます。 

 １段目の台風被害生産施設復旧分につきま

しては、台風等で被害を受けたハウスの復旧

を行うものでありますが、他工事との調整で

繰り越しておりましたが、現在工事は86％ま

で進捗をしてきております。 

 ２段目の担い手確保・経営強化支援事業と

４段目の農大新技術導入施設整備費につきま

しては、いずれも国の経済対策に伴い２月補

正で予算化したもので、繰り越しをして事業

を進めているところでございます。 

 なお、担い手確保・経営強化支援事業につ

きましては、担い手が行う農業機械等の導入

を支援するもので、12月までには完了する予

定でございます。 

 また、農大新技術導入施設整備費につきま

しては、農業大学校における畜産関係の最新

施設を整備するものでございまして、現在の

進捗率は３％となっておりますが、９月まで

に施設の設計を完了し、現在入札手続中であ

りまして、年度内には完了する予定でござい

ます。 

 ３段目の農大施設保全改修事業につきまし

ては、既に５月末で完了しております。 

 一番下、合計の上の欄の震災復旧緊急対策

経営体育成支援事業につきましては、28年度

予算分と29年度予算分がございまして、９ペ

ージの分は29年度予算分の明許繰り越しでご

ざいます。 

 また、28年度分につきましては、次の10ペ

ージをごらんいただきたいと思います。 

 次の10ページの２段目に掲げております事

故繰越といたしまして、ここに掲げておりま

す。いずれも現在の進捗状況が５割程度とな

っておりまして、年度内の完了に向けて、関

係市町村と連携して取り組みを進めていると

ころでございます。 

 最後に、10ページの農村活性化研修交流拠

点整備等事業についてでございます。 

 これは28年度末の国の地方創生拠点整備交

付金を活用しまして、農業大学校に研修交流
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館を整備しているものでございます。資機材

の不足等によりまして、事故繰越をしている

ものでございますが、現在35％まで進捗して

おり、年度内には完成予定でございます。 

 なお、この施設の建設に当たっては、県有

の公共建築物としては初めてとなる直交集成

板、いわゆるＣＬＴを約半分使用した木造建

築を進めておりまして、比較的規模の大きな

木造建築物での活用モデルとなるものと考え

ております。 

 繰越事業については、今後とも速やかな事

業完了に努めてまいります。 

 農地・担い手支援課については以上でござ

います。御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○渡邉農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 資料は、説明資料にお戻りいただきまし

て、49ページでございます。 

 一般会計の歳入から御説明を申し上げま

す。 

 まず、上から２段目でございます。国営土

地改良事業費負担金ということでございまし

て、収入未済額が1,389万円余ございます。 

 この収入未済額につきましては、国営土地

改良事業で実施をいたしました羊角湾地区の

受益者負担に当たるものでございまして、こ

れに係る収入未済ということでございます。

これにつきましては、後ほど附属資料のほう

で御説明をさせていただきます。 

 次に、同じページ５段目から次の50ページ

にかけまして、使用料及び手数料、国庫支出

金、繰越金につきましては、不納欠損及び収

入未済はともにございません。 

 49ページの上から６段目の国庫支出金につ

きましては、予算現額と収入済み額の比較で

４億7,800万円余の減額となっておりまし

て、これにつきましては、下から２段目の団

体営農業農村整備事業費補助、一番下の農山

漁村地域整備交付金、この２つにつきまし

て、国庫内示が減、または繰り越しに伴い減

額になったというものでございます。 

 次に、歳出について御説明を申し上げま

す。 

 51ページでございます。 

 ３段目の農地総務費につきましては、職員

給与でございます。 

 次に、下の土地改良費でございますけれど

も、52ページまでにわたりまして備考欄に記

載しております各種の土地改良事業等に要し

ました経費ということでございます。 

 不用額の１億1,100万円余につきまして

は、事業量の減少に伴う執行残及び国庫内示

減等によるものということでございます。 

 繰越額の４億5,200万円余につきまして

は、後ほど附属資料で御説明をさせていただ

きます。 

 それでは、附属資料のほうに移りまして、

11ページをお願いいたします。 

 １段目、２段目の農業農村整備調査計画費

ほか２事業で繰り越しを行っております。地

元との営農調整協議や施工計画協議等に不測

の日数を要し、やむを得ず繰り越したもので

ございます。 

 なお、現在、繰り越した地区のうち22地区

は既に完了いたしておりまして、その他の地

区につきましても、早期の完了を目指してい

るところでございます。 

 これらが、その後12、13ページと続きまし

て、16ページが事故繰越でございます。 

 事故繰越につきましては、ここに掲載の２

事業でございます。熊本地震の影響によりま

して、技能者の確保に不測の日数を要したこ

と等により、やむを得ず繰り越したものとい

うことでございます。 

 次に、89ページをお願いいたします。 

 冒頭御説明申し上げました国営土地改良事

業費負担金に係る収入未済についてでござい

ます。附属資料の89ページでございます。 
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 １の平成29年度歳入決算の状況でございま

すけれども、29年度の国営土地改良事業費負

担金の収入未済額は1,389万円余でございま

して、冒頭申し上げましたとおり羊角湾地区

が該当でございます。 

 次に、２番でございます。 

 過去３年間の推移でございますけれども、

当負担金につきましては、平成27年度末には

３地区で全体4,400万円余を超えておりまし

た。これにつきましては、役員等の臨戸徴収

など計画的な取り組みの強化により徐々に減

少することができまして、次の90ページでご

ざいますけれども、一番下の４の３番にあり

ますとおり、横島地区、矢部地区の２地区に

つきましては、平成29年度中に完納をいたし

たところでございます。 

 最後に、同じく90ページの１番でございま

す。 

 29年度の対策ということでございますけれ

ども、未収金解消の計画の策定やヒアリング

等を行いながら土地改良区の指導を行ったほ

か、未納者の所有する土地の利用促進や営農

指導などを実施しているところでございまし

て、これによりまして、本年も９月末までに

40万円余の納入がさらにあったところでござ

います。 

 今後とも未収金が解消されるように努めて

まいります。 

 農村計画課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課でございま

す。よろしくお願いします。 

 初めに、一般会計の歳入について御説明申

し上げます。 

 説明資料の53ページをお願いします。 

 不納欠損額、収入未済額ともにございませ

ん。 

 １段目の分担金及び負担金でございます

が、54ページまで記載しております。 

 予算現額と収入済み額との比較で増減が生

じております。これは、主に国庫補助金の内

示減と予算計上後に分担金、負担金間で額の

変更が生じたものでございます。 

 54ページをお願いします。 

 下から４段目の国庫支出金でございます

が、56ページまで記載しております。これ

は、土地改良事業及び災害復旧事業に対する

国庫補助金でございます。 

 54ページ下から３段目の農地費国庫補助金

で、予算現額と収入済み額との比較で46億

8,400万円余の差が生じております。 

 また、55ページの最下段の災害復旧費国庫

補助金で162億1,400万円余の差が生じており

ますが、これらについては、主に国庫内示減

及び繰り越しによる減でございます。 

 次に、56ページをお願いします。 

 下から２段目の諸収入でございますが、予

算現額と収入済み額との比較で22億5,500万

円余の差が生じておりますが、主に57ページ

２段目の農地等災害復旧事業受託事業の繰り

越しに伴う受託事業収入の減によるものでご

ざいます。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 58ページをお願いします。 

 ２段目から農林水産業費の農地費でござい

ますが、最下段の土地改良費につきまして

は、県営かんがい排水事業等、各種土地改良

事業に要した経費でございます。58ページか

ら60ページまでに事業の概要を記載しており

ます。 

 翌年度繰越額につきましては、後ほど別冊

の附属資料で説明させていただきます。 

 不用額の４億2,300万円余につきまして

は、主に国の内示額が予想額を下回ったこと

に伴う執行残でございます。 

 次に、59ページ２段目の農地防災事業費で

ございますが、障害防止事業費等、各種防災

事業に要した経費でございます。 

 不用額の１億6,300万円余につきまして
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は、主に国の内示額が予想額を下回ったこと

に伴う執行残でございます。 

 次に、最下段の災害復旧費の農地災害復旧

費でございます。被災した農地、農業用施設

の復旧に要した経費でございます。 

 不用額の72億3,200万円余につきまして

は、主に国からの内示額が予算額を下回った

こと等による執行残でございます。 

 次に、別冊の附属資料17ページをお願いし

ます。 

 農地整備課分の繰越事業につきましては、

明許繰り越しが17ページから33ページ、事故

繰越が34ページから37ページに記載されてお

ります。明許繰り越しの箇所数及び繰越額の

合計は、33ページの最下段に記載しておりま

す。 

 繰り越しの主な理由は、資機材及び建設関

係技能者の不足により不測の日数を要したも

の、関係機関との協議に不測の日数を要した

もの、地元との協議に不測の日数を要したも

の、国の経済対策に伴い、２月補正予算で成

立した予算であり、年度内の事業完了が見込

めなかったものなどでございます。 

 地元関係者との調整等が必要なことから、

進捗率が低い地区もございますが、事業効果

が早期に発現できるよう、今年度の工事完了

を目指しているところでございます。 

 次に、事故繰越につきましては、34ページ

をお願いします。 

 事故繰越の箇所数及び繰越額の合計は、37

ページの最下段に記載しております。 

 事故繰越の主な理由は、資機材及び建設関

係技能者の不足により不測の日数を要したも

の、関係機関との協議に不測の日数を要した

もの、工事調整に不測の日数を要したものな

どでございます。 

 次に、93ページをお願いします。 

 取得用地の未登記一覧表を掲載しておりま

す。 

 工事施行に伴い取得した用地につきまし

て、相続登記の関係で未登記となっているも

のでございます。 

 表の中ほど、Ｇ欄の最下段にありますよう

に、平成29年度末の未登記は78筆で、昨年度

末の80筆から２筆減となっております。ま

た、当年度発生分についても100％処理して

おります。 

 今後とも、関係者の動向や現地の状況を把

握しながら、原因となっている事項に細かく

対応を行い、未登記解消に努力してまいりま

す。 

 農地整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○久保田むらづくり課長 むらづくり課でご

ざいます。 

 説明資料のほうにお戻りいただきまして、

61ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入について御説明を申

し上げます。 

 当課に係ります歳入について、不納欠損

額、収入未済額とも、ともにございません。 

 61ページ、上から４段目でございます。 

 国庫支出金につきまして、予算現額と収入

済み額との差で６億6,400万円余を上げてご

ざいますけれども、これは、主に次の62ペー

ジから63ページにかけまして計上してござい

ます中山間地域の各般の事業、ハード整備に

係ります繰り越し及び国庫内示減に伴う減額

でございます。 

 続きまして、64ページをお願いいたしま

す。 

 歳出について御説明申し上げます。 

 ４段目でございます。農業総務費でござい

ます。 

 備考欄にございますくまもと里モンプロジ

ェクト推進事業等の地域づくりや農山村の振

興に要する経費でございます。 

 不用額370万円余を計上してございます

が、事業量の減少に伴う執行残並びに経費節
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減に伴う執行残でございます。 

 続きまして、65ページをお願いいたしま

す。 

 １段目の農作物対策費でございます。 

 備考欄にございます鳥獣被害防止対策やジ

ビエ利活用促進に係る経費でございまして、

不用額2,700万円余を計上してございます。

主に鳥獣被害防止総合対策事業の国庫内示減

に伴う執行残でございます。 

 続きまして、66ページをお願いいたしま

す。 

 土地改良費でございます。 

 中山間地域対策の主要施策でございます県

営中山間地域総合整備事業や農地の維持、保

全を支援する多面的機能支払事業に要する経

費でございます。 

 不用額２億9,900万円余を計上してござい

ます。主に国庫内示減による減額でございま

す。 

 また、翌年度繰越額として８億9,000万円

余を計上してございますが、主に県営中山間

地域総合整備事業費、中山間地域所得向上支

援対策事業費の繰り越しによるものでござい

まして、引き続き、繰越事業調べの中で御説

明を申し上げます。 

 別冊の附属資料38ページをお願い申し上げ

ます。 

 まず、38ページ、明許繰り越しでございま

す。 

 38ページから39ページにかけまして、県営

中山間地域総合整備事業費、これは、中山間

地域における農地の基盤整備を実施するもの

でございますが、工事内容に関する各般調

整、地元との用地協議等に不測の日数を要し

ましたために、29年度内の完了が困難となっ

たものでございまして、やむを得ず繰り越し

をしたものでございます。 

 現在、３地区は既に完了してございまし

て、残りの工事についても、全て本年度内完

了を目指して今推進をしているところでござ

います。 

 続きまして、40ページをお願いいたしま

す。 

 こちらも明許繰り越しでございますが、国

の29補正分でございます中山間地域所得向上

支援事業費の明許繰り越しでございます。国

の経済対策に伴いまして、２月補正で成立し

た予算でございます。適正な工期を確保する

ために、やむを得ず繰り越したものでござい

まして、同じく年度内完了に向けて実施をし

ているところでございます。 

 次に、41ページ、事故繰越でございます。 

 こちらも県営中山間地域総合整備事業でご

ざいます。中山間地域の基盤整備、区画整理

を実施してございますが、資材、機材の不足

によりまして、不測の日数を要しまして、29

年度内の完了が困難となったもので、繰り越

しをしたものでございます。 

 既に、現在１地区は完了してございまし

て、残りの地区についても、来年１月完了を

目指してございますが、いずれにしても中山

間地域の生産条件の厳しい高齢化の進む地域

でございます。地元の農家と営農に係る調整

を丁寧に進めながら、できるだけ早い時期の

工事完了を目指して推進をしていきたいと考

えてございます。 

 むらづくり課の説明は以上でございます。 

 

○今田技術管理課長 技術管理課でございま

す。 

 説明資料の67ページをお願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額ともにございません。 

 １段目の地籍調査費補助の予算現額と収入

済み額との比較で１億6,200万円の減額とな

っておりますが、これは、平成30年度への繰

り越しに伴いまして減額となったものでござ

います。 

 次に、歳出について御説明いたします。 
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 68ページをお願いします。 

 ４段目の農地総務費でございますが、翌年

度繰越額２億4,300万円につきましては、地

籍調査費の分でございます。後ほど繰越事業

費の調べの中で御説明させていただきます。 

 次に、５段目の土地改良費、そしてその次

の６段目の林業総務費でございますが、備考

欄に記載しておりますとおり、主に電子入

札・工事進行管理システム開発事業の農業

分、林業分等の経費でございます。 

 続きまして、附属資料42ページをお願いい

たします。 

 繰越事業でございます。 

 地籍調査事業費で繰り越しを行っておりま

す。国の経済対策に伴いまして、２月補正で

成立した予算でございまして、適正な工期を

確保するために、やむを得ず繰り越ししたも

のでございます。 

 現在、繰り越しした４カ所において、それ

ぞれ年度計画どおりに進めております。年度

内に完了する見込みでございます。 

 技術管理課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○松木森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 説明資料にお戻りをいただきまして、69ペ

ージをお願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 まず、不納欠損額、収入未済額ですが、と

もにございません。 

 主な項目につきまして御説明いたします。 

 下から４段目の国庫支出金について、予算

現額と収入済み額との比較で25億3,800万円

余の減となっております。これは、次の70ペ

ージ１段目の造林事業費補助や下から４段目

の合板・製材生産性強化対策事業費補助な

ど、間伐や作業道整備等の事業を繰り越した

こと、また、上段３段目及び４段目の地方創

生交付金による県林業研究指導所の施設整備

事業費を繰り越したことによるものでござい

ます。 

 次に、71ページをお願いいたします。 

 中段の財産収入につきまして1,300万円余

の増となっております。これは、次の72ペー

ジ上段３段目にございます県有林における木

材販売収入が増加したことによるものでござ

います。 

 続きまして、74ページをお願いいたしま

す。 

 歳出について、主な項目を御説明いたしま

す。いずれも不用額について説明させていた

だきまして、翌年度繰越額については、後ほ

ど附属資料で説明させていただきます。 

 下段の林業総務費については、職員の人件

費や水とみどりの森づくり事業に充てている

事業費でございまして、2,500万円余の不用

が生じております。これは、熊本地震等によ

り労働力不足が生じ、計画していた間伐事業

量が減少したことや委託業務等の入札残によ

るものでございます。 

 75ページをお願いいたします。 

 林業振興指導費については、間伐や作業道

整備に係る国の交付金事業や県林業公社への

貸付金を内容とするものでありまして、不用

額は2,600万円余となっております。これ

は、主に平成28年度経済対策により計画して

いた作業道の開設事業等に着手できず、事業

量が減少したことによるものでございます。 

 76ページをお願いいたします。 

 上段の造林費については、植栽や下刈り、

間伐など森林を育成するための事業でござい

まして、2,400万円余の不用が生じておりま

す。これは、補助事業の要望減等に伴う事業

量の減少によるものでございます。 

 また、下段の県有林費において1,100万円

余の不用が生じておりますが、これは、下刈

りや作業道の維持補修など、県有林における

作業の内容を精査した結果、事業量が減少し

たこと等によるものでございます。 



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成30年10月19日) 

 

 - 18 - 

 77ページをお願いいたします。 

 下段の林務施設災害復旧費は、林業研究指

導所施設の災害復旧等を行う事業費ですが、

入札残により1,100万円余の不用が生じたと

ころでございます。 

 続きまして、別冊資料におきまして繰越事

業について御説明いたします。 

 43ページをお願いいたします。 

 次の44ページにかけまして明許繰り越しを

記載しております。これらの主な理由といた

しましては、地方創生拠点整備交付金や間伐

に関する交付金事業など、国の経済対策に伴

う２月補正での予算成立であったことや、労

働力不足が生じたことなどによるものでござ

います。このうち３件については事業が完了

しておりまして、その他についても、年度内

の完了に向けて取り組んでいるところでござ

います。 

 次に、45ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 ３段目と４段目、国の地方創生拠点整備交

付金を活用して、林業研究指導所における研

究試験機、木材乾燥施設を整備する事業でご

ざいます。工事の着手後に設計変更を要した

ことから事故繰越の手続を行いましたが、去

る７月に事業を完了したところでございま

す。 

 森林整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○入口林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 説明資料にお戻りいただき、78ページをお

願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 まず、不納欠損額、収入未済額はございま

せん。 

 主な項目について説明させていただきま

す。 

 まず、１段目、国庫支出金ですが、予算現

額と収入済み額との差額13億8,200万円余に

つきましては、林道事業等の繰り越しや事業

費を減額したことによるものでございます。 

 次に、81ページをお願いします。 

 ２段目の諸収入については、予算現額と収

入済み額との差額が1,400万円余となってお

ります。これは、最下段の開発指定事業高率

補助精算金で、平成28年度の事業実施額の増

に伴い交付されたものでございます。 

 続きまして、82ページをお願いします。 

 歳出について御説明いたします。 

 翌年度繰越額９億4,800万円余につきまし

ては、後ほど附属資料で説明させていただき

ます。 

 不用額につきましては、まず、最下段、林

業振興に関する費用では、不用額が4,600万

円余となっております。これは、事業量の減

少や入札残等に伴う執行残でございます。 

 続きまして、84ページをお願いします。 

 上段の林道費でございますが、不用額が

8,800万円余となっておりますが、これは、

備考欄に記載しております林道事業費で、積

雪による事業量の減少や入札残等に伴う執行

残でございます。 

 下段の災害復旧費の林道災害復旧費につき

ましては、１億5,200万円余の不用額がござ

います。これは、林道災害復旧におきます国

からの内示減によるものでございますが、過

年災として今年度交付を受ける予定でござい

ます。 

 次に、繰り越しについて御説明いたしま

す。 

 附属資料の46ページをお願いします。 

 明許繰り越しについてですが、46ページか

ら48ページにかけて記載しております。 

 林道事業中心に繰り越しており、主な理由

としましては、国の経済対策に伴い、２月補

正で予算成立したもの、その他資機材及び技

能者の不足により、不測の日数を要したこと

などによるものでございます。繰り越した事
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業につきましては、36カ所が完了しており、

その他についても、年度内には完了の予定で

ございます。 

 49ページをお願いします。 

 事故繰越については、49ページから51ペー

ジにかけて記載しております。いずれも現年

林道災害復旧費でございます。 

 主な繰越理由としましては、資機材及び技

能者の不足により不測の日数を要したこと、

他工事との調整に不測の日数を要したことな

どによるものでございます。繰り越した事業

につきましては、12カ所が完了しており、そ

の他につきましても、年度内には完了の予定

でございます。 

 林業振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○古賀森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 決算について御説明します。 

 説明資料にお戻りいただきまして、85ペー

ジをお願いいたします。 

 歳入でございます。 

 不納欠損及び収入未済はありません。 

 予算現額と収入済み額との比較で、国庫支

出金について62億400万円余の減となってお

りますが、このほとんどは事業費を繰り越し

たことによるものでございます。 

 86ページをお願いいたします。 

 最下段の諸収入は、開発指定事業高率補助

精算金で、収入済み額が４億300万円余あり

ます。これは、平成27年度と平成28年度に実

施した治山事業を対象に後年度に交付された

ものであります。 

 87ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。 

 ２段目の林業費の繰越額については、後ほ

ど附属資料で説明させていただきますので、

ここでは不用額を中心に説明させていただき

ます。 

 88ページをごらんください。 

 治山費です。不用額が４億8,900万円余あ

ります。この不用額が発生した主な理由とい

たしましては、事業計画の変更や入札残など

によります事業量減少と事業費の確定に伴う

執行残によるものなどでございます。 

 89ページをお願いいたします。 

 ３段目の治山施設災害復旧費です。 

 不用額が２億700万円余あります。この不

用額も事業費の確定に伴う執行残によるもの

などでございます。 

 続きまして、附属資料52ページをお願いい

たします。 

 繰越事業調べでございます。 

 まず、明許繰り越しでございます。 

 治山事業や治山激甚災害対策特別緊急事業

等の明許繰り越しでありまして、67ページに

かけて記載しております。繰り越しの主な理

由といたしましては、人員、資材の不足など

により不測の日数を要したものや、国の経済

対策に伴いまして、２月補正で成立した予算

であるものなどでございます。年度内の完了

を目指し努力してまいります。 

 68ページをごらんください。 

 事故繰越でございます。 

 平成29年度は、特に平成28年度の地震災等

に伴います山地災害の復旧を担う治山事業等

において事故繰越工事が発生しております。

77ページにかけて記載しております。繰り越

しの主な理由といたしましては、人員や資材

の不足などにより不測の日数を要したことな

どでございます。 

 事故繰越の工事につきましては、今年度内

には全て完了する予定でございます。 

 森林保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○山田水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 説明資料にお戻りください。説明資料90ペ
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ージをお願いいたします。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 当課に係る歳入に関しましては、不納欠損

及び収入未済はございません。 

 下から３段目、国庫支出金につきまして、

１億1,622万円の減が生じておりますが、こ

れは、事業量の減に伴う補助金の減や翌年度

への繰り越しに伴う減でございます。 

 翌年度への繰り越しにつきましては、後ほ

ど別冊の附属資料で説明させていただきま

す。 

 次に、歳出について御説明します。 

 説明資料の95ページをお願いいたします。 

 下段の水産業振興費について、不用額が

3,326万円となっております。これは、水産

振興に関するさまざまな経費になりますが、

主な理由といたしましては、入札に伴う執行

残、事業量減少に伴う執行残、経費節減に伴

う執行残となっております。 

 96ページをお願いいたします。 

 下段の水産業強化対策事業費について、不

用額が3,037万円余となっております。これ

は、浜の活力再生加速化支援事業等の経費に

なりますが、主な理由としましては、事業量

の減によるものでございます。 

 97ページをお願いいたします。 

 下段の漁業取締費について、不用額が

1,724万円余となっておりますが、主な理由

としましては、漁業取締艇「第二ひかり」代

船建造事業の入札残でございます。 

 98ページをお願いいたします。 

 上段の水産研究センター費について、不用

額が4,043万円余となっておりますが、主な

理由といたしましては、水産研究センター施

設の改修工事、設計及びクロマグロ人工種苗

生産用施設整備による入札残でございます。 

 下段の災害復旧費、農林水産業災害復旧費

の水産施設災害復旧費について、不用額が

1,252万円余となっておりますが、主な理由

といたしましては、城南アユ中間育成施設災

害復旧事業に係る入札残でございます。 

 続きまして、決算特別委員会附属資料の78

ページのほうをお願いいたします。 

 繰越事業について御説明いたします。 

 上段の水産研究センター施設保全事業につ

きましては、水産研究センターの施設改修に

係るものですが、資機材及び建設関係技能者

の不足により不測の日数を要したため、繰り

越しを行ったものでございます。事業は全て

完了をいたしております。 

 下段の海藻研究施設整備事業につきまして

は、地方創生拠点整備交付金の事業になりま

す。これは、２月補正をお願いしたもので、

全額繰り越しを行っております。先日工事の

施工業者が決定し、年度内には事業完了の予

定でございます。 

 水産振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○菰田漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 説明資料にお戻りいただきまして、99ペー

ジをお願いいたします。 

 平成29年度の一般会計の歳入について御説

明いたします。 

 当課に係る歳入に関しまして、不納欠損は

ございません。 

 上から３段目の公害防止事業費事業者負担

金と下から２段目の漁港施設使用料につきま

して、収入未済額がございます。これらにつ

きましては、後ほど附属資料で御説明させて

いただきます。 

 資料100ページをお願いいたします。 

 上から４段目の国庫補助金につきまして、

予算現額と収入済み額との差が３億8,400万

円余少なくなっておりますが、この主な理由

は、各事業の繰り越しによるものでございま

す。 

 なお、この繰り越しにつきましても、後ほ

ど附属資料で御説明させていただきます。 
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 資料101ページをお願いいたします。 

 最下段の施越にかかる漁港災害国庫負担金

について御説明いたします。 

 本予算の主なものは、熊本地震に伴い実施

した災害復旧工事分になりますが、災害予算

は、一般的には初年度に全体額の85％しか交

付決定されませんので、それを見越しまし

て、翌年度となる29年度に残りの15％分、

5,000万円余の予算を計上しておりました。     

しかし、当該年度である28年度に全額交付

決定を受けたことにより、マイナス計上とさ

せていただいたものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 資料102ページをお願いいたします。 

 最下段の漁港建設管理費は、漁港の整備及

び管理に係る費用で、不用額1,660万円余と

なっております。これは、右側備考に記載し

ております不用額を生じた理由としまして、

１、事業量の減少に伴う執行残及び２、経費

節減に伴う執行残によるものです。 

 資料103ページをお願いいたします。 

 最下段の漁港災害復旧費は、漁港の災害復

旧に係る費用で、不用額5,190万円余となっ

ております。これは、右側備考に記載してお

ります不用額を生じた理由としまして、１、

入札に伴う執行残及び２、災害復旧事業の待

ち受け予算の未実施によるものです。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 別冊附属資料の79ページをお願いいたしま

す。 

 79ページから84ページにかけまして、事業

別及び箇所別の繰り越しについて記載してお

ります。いずれも明許繰り越しでございます

が、83ページをお願いいたします。 

 上から４段目、水俣市にある丸島漁港に係

る漁港施設機能強化事業費5,000万円につき

ましては、国の経済対策関連でございます。 

 84ページをお願いいたします。 

 最下段の合計欄をお願いいたします。 

 平成29年度から30年度への繰越箇所数は、

36カ所となっておりますが、先ほど述べた国

の経済対策分を除く通常分の主な繰越理由と

いたしましては、地元や関係機関等との協議

及び調整に不測の日数を要したものでござい

ます。これらの事業は、既に事業完了分もご

ざいますが、全て年度内には完了予定でござ

います。 

 最後に、収入未済について御説明いたしま

す。 

 91ページをお願いいたします。 

 まず、１、平成29年度歳入決算の状況の１

段目、公害防止事業費事業者負担金の未収金

について御説明いたします。 

 これは、水俣市の丸島漁港において、県

は、昭和62年度に公害防止事業により水銀を

含んだ汚泥をしゅんせつし、除去を行ってお

りますが、原因者の１人が負担すべき金額が

未納となっているものでございます。 

 収入未済額は、7,940万円余となっており

ますが、負担金額9,070万円余のうち、これ

まで強制徴収等を実施し、1,120万円余を回

収しております。 

 最下段４のとおり、現在は、無限責任を有

する代表者の老齢厚生年金の受給権を差し押

さえまして、未収金に充当しております。 

 また、今後の対応策につきましては、引き

続き、老齢厚生年金を差し押さえるととも

に、新たな資産の保有がないか資産調査を継

続して実施し、可能な限り債権回収に努力し

てまいりたいと考えております。 

 次に、２段目、漁港施設使用料の未収金に

ついて御説明いたします。 

 これは、牛深漁港の浄化施設使用料に関す

るものでございます。県では、漁港区域内に

浄化施設を建設しておりますが、施設利用の

水産加工業者の経営状況が悪化し、使用料の

滞納に至ったものでございます。 

 収入未済額は、25万円余となっております

が、使用料79万円余のうち、定期訪問等によ
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る督促や分納による納付指導を実施し、これ

まで53万円余を回収しております。 

 また、最下段４にありますとおり、今後も

引き続き、滞納者への早期接触を図り、払い

込み指導を行い債権回収に努めるとともに、

新規の未収金の発生防止に取り組んでまいり

ます。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で農林水産部の説

明が終わりました。 

 引き続き、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○岩下栄一委員 農地・担い手支援課ですけ

れども、農業大学校の現在の定員あるいは在

籍数はどんな感じですかね。 

 

○下田農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 農業大学校の現在の定員は80名となってお

ります。ほぼ定員どおりの在籍になっており

ます。 

 

○岩下栄一委員 応募状況はどうですか。 

 

○下田農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 応募状況は、定員を少し上回る状況でござ

いまして、90名から100名程度の応募があっ

ているという状況でございます。 

 

○岩下栄一委員 外国人の農業研修生という

のは、ここにはいるんですか。 

 

○下田農地・担い手支援課長 外国人の農業

研修生の方は、現在農業大学校にはいらっし

ゃいません。 

 

○岩下栄一委員 関連して、この外国人の農

業研修生は、県内いろんなところに来ている

わけですかね。どういうところに来てます

か。 

 

○千田農林水産政策課長 現在、技能実習生

が各国からいらっしゃっておりますが、農業

分野におきましては、大体2,300名ほどが県

内各地での業務に当たっておられます。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 労賃というか、農家が払っ

ているわけですか。 

 

○千田農林水産政策課長 現在の技能実習制

度におきましては、基本的に農家と技能実習

生の契約になっておりますので、基本、技能

実習生の方への報酬につきましては、農家の

方が負担されております。 

 

○岩下栄一委員 農業担い手が不足している

ということで、これからも必要ですかね、農

業労働者は。 

 

○千田農林水産政策課長 先生おっしゃると

おり、非常に、県内の農業現場におきまして

は、貴重な労働力となっております。 

 また、今度の臨時国会におきまして、入管

法の改正で、新たな在留資格として、技能実

習生ではなく、新たに労働者として農業外国

人材の受け入れについて法が提出される予定

になっておりまして、非常に注視していると

ころでございます。 

 

○岩下栄一委員 ありがとうございました。 

 関連して、ちょっと本筋からずれますけれ

ども、本年２月に、インドネシア・バリ州と

のＭＯＵ協定をして、福島部長と現地の政府

の農業担当者が調印をやったわけですけれど

も、まだ成果は出てないと思いますけれど



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成30年10月19日) 

 

 - 23 - 

も、中間報告というか、中間的にどんな状況

ですか。 

 

○千田農林水産政策課長 一昨年になります

が、バリ州とＭＯＵを締結しておりまして、

農業分野におきましては、技術支援を行うこ

とで合意をしております。実際、現地に何度

か本県の職員が足を運んでおりまして、野

菜、畜産、果実につきまして、現地にモデル

農園を設けまして、そこに本県の職員が出向

いて技術指導を行うことで合意しておりま

す。 

 第１回の職員派遣は、６月に行っておりま

して、現地で実際の指導も行っているところ

です。 

 現在は、メール等でもやりとりしながら、

現状を確認しつつ、次の指導計画を計画して

いるところです。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 向こうからも来ているんで

すか。 

 

○千田農林水産政策課長 計画の中では、本

県から派遣する一方で、バリ州からの農業研

修生の受け入れも行っているところです。 

 昨年度は、１度10名前後だったと思います

が、バリ州の農業者の方を受け入れまして、

県内各地の現場ですとか農研センター等の視

察を行っていただいております。 

 本年度については、まだ計画予定はありま

せんが、毎年度１回程度は、バリ州からの農

業研修を受け入れる予定としております。 

 

○岩下栄一委員 ありがとうございました。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにございません

か。 

 

○溝口幸治委員 93ページの水産振興課。 

 寄附金の球磨川水系魚族増殖費寄附金２

件、これはどこですか。目的は何なのかとい

うことと、いつごろからどういう目的で始ま

ってるのか。 

 

○山田水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 ２社は、１社は九州電力、それからもう１

社がＪＮＣ──チッソでございます。失礼し

ました。これにつきましては、アユの放流経

費として、２社から県のほうが寄附を受けて

放流を行っているというものでございます。 

 

○溝口幸治委員 いつからですか。 

 

○山田水産振興課長 済みません。明確にい

つからというのをちょっと把握しておりませ

んが、かなり古い時代からやっております。 

 

○溝口幸治委員 これは、寄附をいただいて

県が放流をしているんですか。それとも、こ

の寄附していただいたお金は、どこかにその

ままスルーで出しているんじゃないですか。 

 

○山田水産振興課長 県のほうが漁協のほう

に対して委託を行って放流を行っておりま

す。 

 

○溝口幸治委員 私の記憶では、私たちが当

選したときからもうこれあって、ずっとやっ

てるんですよね。これ、九電もチッソも毎年

確認をされて、ことしもそれでいいのかとい

うことで寄附をいただいているんですか。 

 もうこれ寄附というよりも完全にもう固定

化しているので、こういうものを寄附と呼ぶ

のかなということと、ほかの水系で、こうや

って県が巻き上げて、漁業組合に委託をして

出すという方法をやっている水系があるんで

すか。 
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○山田水産振興課長 ほかの河川では、この

ような取り扱いをやっているものはございま

せん。 

 それから、２業者に関しましては、５年に

１度覚書を締結して、事業の継続をしてきて

おります。私ども、継続をするたびに、逆

に、継続をされなくても直接的にもうやりと

りをされてはいかがかということでお話を何

度か申し上げておりますけれども、ぜひこう

いう形で継続をさせていただきたいというよ

うなことで、ずっと続いてきているかと思っ

ております。 

 

○溝口幸治委員 直接やりとりしてください

と言うと、また金額がいろいろ変わってくる

から、それは向こうはやりたくなかと思いま

すけれども、寄附という名目で、しかももう

何十年も同じ形で出し続けるというのは、非

常に違和感を感じるので、ぜひ、やっぱり検

討に検討を重ねて、相手方とも覚書を交わし

ているので、それが根拠にはなっているんだ

と思いますが、しっかりそこは見直して、突

き放して民民ですからと言うと、前私が申し

上げたように、民民と言えば言うほど権利を

持っている団体が強くなるので、そこはよく

相手方にとって不利益にならないようにお願

いをしたいというふうに思います。 

 引き続きいいですか。 

 水産振興課と団体支援課も含めてですけれ

ども、予算そのものが、支出がおかしいとか

ということは考えないんですが、今の球磨川

漁協の異常な状態を考えると、長くこの状態

が続いていると。それを指導している団体支

援課等々が、予算の支出という点から法的に

のっとってやっているとはいえ、長く違法な

状態というか混乱をし続けている状態を考え

ると、しっかり指導ができているのかなと思

わざるを得ないと思います。 

 もちろん、法に沿ってそのときそのとき適

切な指導をされているということは承知をし

ておりますが、やっぱり長く混乱状態が続い

て、違法な状態が続いているという状況は決

していい状況ではありませんので、あえてこ

の決算委員会で言わせていただきますが、一

日も早くそのような状態が解消するように、

この委員会でもしっかりそれを求めておきた

いというふうに思っています。これは、団体

支援課だけではなくて、内水面のほかの水系

でも、今熊本地震の工事のことで過剰な協賛

金を要求したりというような話も聞いており

ますので、そのような過剰な異常な要求等々

がないように、適正にやっぱりその水系を守

っていく、魚族の保護もやる、川を使う人た

ちも活性化を図れるということで、しっかり

その水系でお互いの目的が達成するように、

そこを指導をしていくのが団体支援課及びや

っぱり熊本県の仕事と思いますので、土木と

か農林とかもかかわってきますが、それも含

めてしっかり農林水産部では対応していただ

きたいと思いますので、部長からコメントい

ただいて終わりにしたいと思います。 

 

○福島農林水産部長 球磨川漁協、確かに今

そういう状況が続いておりますので、割と我

々頻繁に、これについてどう指導していくか

議論もしておりますので、もちろん法にのっ

とった形で、やれることはもう全てやるとい

うような覚悟で、その解消に向けて取り組ん

でいきたいと思います。 

 それと、協賛金の話も出ましたので、これ

につきましても、土木部あたりとも今一緒に

協議したりしておりますので、そういう過剰

な異常な状態ということと言われないよう

に、直ちに是正できるようにしっかり頑張っ

ていきたいと思います。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。 

 

○井手順雄委員 この工事関係ですね。これ

見ますと、いっぱい繰り越しとか、まだ工事
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が着工してないとか、いろいろ御説明が多岐

にわたってありましたけれども、割合的にど

のくらい、全工事のうち何％ぐらいが、まだ

着工してないとか、工事がおくれていると

か、そういうのはわかりますか。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課です。 

 農地整備課分について申しますと、県営事

業につきまして、繰り越した予算のうち１割

程度がまだ発注できておりません。ほとんど

が不調、不落によるものです。今の時点でで

すね。 

 

○井手順雄委員 １割がまだしてないという

ことですね。農政は昔からですけどね、なか

なか取り手がいないと、土木部に比べたら。

そういうところは、何か原因があるんじゃな

かろうかと思うんですが、どぎゃん思いです

か。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課です。 

 やはり土木のほうが、一般的な話ですけれ

ども、工事がやりやすいということはよく業

者のほうからお聞きします。圃場整備とか、

特に泥扱いになりますものですから、なかな

か、雨なんかが降りますと予定どおりに進ま

ないと。そういったことで敬遠されるところ

はあるようです。 

 

○井手順雄委員 私が思うに、やっぱり単価

的な問題なんですよ、経費率とか単価。土木

と──何回も言うけれども、農政は安いんで

すよ。だから取り手がないし、そしてまた、

今おっしゃったように、圃場整備だとか、ブ

ルトーザーの技能士がいるとか、特殊工事が

いるわけですね、技能士が。そういう人たち

が減少しているというのは、もうまさしくそ

のとおりであって、その分でもとれないとい

うことであれば、もうちょっと工事に対して

経費率をちょっと上げてやるとか、やっぱり

そぎゃんした格好にしていって、この技能士

を雇えば、そこは調達が難しいならば、いわ

ゆる作業員の単価を上げてやるとか、何なっ

としていかぬと、もう誰も取り手がおらぬで

すよ、農政は。 

 

○西森農村振興局長 農村振興局でございま

す。 

 委員の言われている指摘は、昔からよく言

われておりまして、真摯に受けとめておりま

す。 

 それで、各業者の方に、どのようなことが

うまくいかないのかというのは、私個別には

よく聞くようにしております。それに対し

て、今言われた経費だとか単価というのは、

なかなか全国的なものなので見れませんけれ

ども、実態と合わない部分については、しっ

かりと聞いて、しっかりと変更で対応して合

うようにやりなさいということでやっている

つもりでございます。 

 

○井手順雄委員 最後に、１つ私が言いたい

のは、例えば、Ａ１で大きい仕事をぼんと出

すよりも、Ａ２で２つに割って地元の人たち

にやっていただこうとか、そういった何とい

うか対策たいな。こういうのがぜひとも必要

と思う。 

 

○西森農村振興局長 もうおっしゃるとおり

で、今回の地震については、そういうものを

大きく生かそうと思いまして、建設業協会と

は各地域でしっかりと打ち合わせさせていた

だきながら、なるべくそのようにやってきた

つもりでございます。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに何かございませ

んか。 

 

○髙木健次委員 監査結果の指摘事項があり
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ますよね、下田課長のところ。これは、初歩

的な本当ミスだろうと思うんですよね。普

通、工事をするときには、電線とか配管とか

水道管とか、いろいろガス管とか、どこをど

う通っているという図面があるはずですよ

ね。 

 この辺は、やっぱり今までは、一括して、

そういう工事をやる、関係する部署で連携し

て、そういう設計図とか現存の配置図とか配

管図とか持ち寄って、そういう業者に入札を

するとか、そういうことは今までやっておら

れぬだったんですよね。 

 

○下田農地・担い手支援課長 今委員から御

指摘ありましたとおり、設計書が２つ、今回

の場合は、旧寮を建てたときの設計書とそれ

から合併浄化槽を建てたときの設計書、２つ

ございました。 

 旧寮を建てたときの設計書関連につきまし

ては、全て業者のほうにも渡して確認をして

おりましたが、後で合併浄化槽をつくったの

が平成23年度でございます。旧寮の設計書と

は別のところに保管をしておりまして、かつ

旧寮がもう既に使用していなかった寮でござ

いまして、そこを通電して合併浄化槽に通電

をしているという認識がなかったということ

で、その電線が通電をしているということの

認識がなかったことによりまして、合併浄化

槽用の設計書確認に至らなかったというとこ

ろでございます。 

 そういった状況でございましたので、関連

する施設は同じところで設計書を保管するよ

うにして、今後そういうことが起こらないよ

うに努めてまいりたいと思っております。 

 

○髙木健次委員 これは、担い手支援課だけ

ではなくして、それぞれ工事関係をやるとき

には、やっぱり一番初歩的な問題だろうと思

うんですね。幸い、浄化槽の電源を切ったと

いうことで大きなあれにはつながらなかった

と思いますけれども、やっぱり何か重要な電

源とか重要な配管とかいろいろな切断をやっ

た場合には、非常に大きな問題にもなろうと

いうふうに思いますので、これ以上言いませ

んけれども、各課、これしっかりと認識して

いただいて、これからこういうことがないよ

うに私のほうからもお願いしておきたいと。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにございません

か。 

 

○鎌田聡委員 済みません。どこに記載して

いるかわからなかったんでですね。水とみど

りの森づくり税は、今どのくらい入ってきて

どこに計上してあるのかがちょっとわからな

いので、教えていただけませんか。 

 

○千田農林水産政策課長 水とみどりの森づ

くり税につきましては、現在、税収としまし

ては、大体４億7,000万ほどが毎年度税収と

して入っております。 

 また、事業につきましては、それぞれ各課

で計上しておりまして、一括してごらんいた

だける形にはなっておりません。例えば、森

林整備課でいえば、針広混交林事業ですと

か、各所に事業として掲載されている形にな

っております。 

 

○鎌田聡委員 それは、全部農林水産部で使

っているということでよろしいんですか。基

金とかもあるんですよね。基金とかに積み上

げているのもあるんですか。 

 

○千田農林水産政策課長 基金もございます

が、基本的に毎年度入る税収を全部使ってし

まうと、基本、新たな森林の公益的機能の発

揮のための税ということでいただいておりま

すので、基本、税収分は各年度で使ってしま

おうという方針では計上しておりますので、
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なるべく執行残は残さない、基金に残額は積

まない形で執行したいと考えておりますが、

どうしても執行残は発生してしまいますし、

基金の利子も発生しますので、その部分は基

金のほうに積み立てるような形をとっている

ところです。 

 

○鎌田聡委員 これから森林環境税がまた新

たに出てまいりますけれども、そのときに、

これはまたどうなんですか。そのとき、もう

なくすとか、そういう話じゃないんですか

ね。 

 

○千田農林水産政策課長 森林環境譲与税に

つきましては、基本的に、市町村の管理が行

き届かない森林の管理を行う部分について充

当される計画になっております。この森林環

境譲与税の創設の動きを受けまして、水とみ

どりの森づくり税の事業につきましても、昨

年度見直しを行っております。市町村ではな

かなか対応が困難な、例えば、急傾斜地です

とか渓流沿いといった困難地域、最近です

と、西日本豪雨等で流木被害が発生しており

ますが、そういった対策に重点を置いたり、

また、現在は再造林ですね。間伐より主伐の

ほうの割合が高くなってきておりまして、一

方で再造林が進まないことによる弊害という

のも心配されております。そういった再造

林、流木被害や再造林のほうに、県の水とみ

どりの森づくり税につきましては重点化をし

ておりまして、そういった森林環境譲与税の

使途とのすみ分けも図っていくこととしてお

ります。 

 

○鎌田聡委員 これまでの事業で活用してき

た税でもありますし、これから、今おっしゃ

られたような部分での重点活用ということで

ありますけれども、ただ、なかなか県民にわ

かりづらい部分もあると思うんですよね。今

まで県で独自で取られて、また新たに取られ

るという負担感も含めてあるというふうに思

いますので、その辺の目的というか使い道を

しっかりとこれからも県民に周知していくよ

うに、そこはお願いしときます。 

 

○井手順雄委員 これを歳入に──例えば、

この仕事が森づくり税を使ってやってます

と、括弧のところに森づくり税からの歳入と

か歳出とか、そういった明記をしていただけ

ればと思いました。 

 それと、水産関係で、森づくり税というの

は何かありますか、使ってるやつ。 

 

○千田農林水産政策課長 水産振興課のほう

の事業で、漁民の森づくり事業というのがご

ざいまして……。 

 

○井手順雄委員 しよらぬど。どこがしよ

る。 

 

○千田農林水産政策課長 29年度ですと、

500万ほどを執行しております。 

 基本的に、漁業関係団体等が実施します植

林等の森づくり活動や海岸等に漂着した流木

の処理等に対する支援を行っているところで

す。 

 以上です。 

 

○山田水産振興課長 漁民の森づくりにつき

ましては、水産関係もやっております。た

だ、今御説明があったとおりかと思います

が、ＮＰＯ・金峰を初めとして、植林、それ

から間伐等の活動をやっているところです。 

 

○井手順雄委員 私がこの税をつくるときに

言いよったことが、やっぱり山を整備した

ら、必ず水とかなんとか海に流れてくる、や

っぱり海のことも考えてくださいねというよ

うなことを言ってできた税金なんですよね。

ですから、そういった森づくり事業なんてい
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うのは申し込まないとできぬわけたいね、県

に。逆に固定的に予算をつけていただく、何

かそういった事業をしていただければありが

たい。 

 森林ばっかりに全部使うとじゃなかっです

よね、これ。有明海にも、やっぱり漁業者も

500円払いよっとだから、税金として。やっ

ぱり有明海にも何らかの事業をしていただき

たいと、県からの事業という形。今は、団体

から要望して予算ができてくるというような

格好なんでしょう。そういうことでしょう、

要は。だけん、そういった形で事業を今後行

ってほしいということを検討してください。 

 

○河津修司委員 43ページだったかな。中山

間の直払いの件ですが、これは、農家の高齢

化等に伴って減っているのか。今までと比べ

たとき、切りかえが去年だったかと思うんで

すが、そういう状況はどうでしょうか。 

 

○久保田むらづくり課長 お答えします。 

 今河津委員からございましたとおり、３期

対策から４期対策に行きます際に、約1,400

ヘクタールほど減をしてございます。年次で

お話を申し上げますと、平成26年度までが第

３期対策でございます。平成27年度から第４

期対策に移行しましたが、この際に、県全体

で1,400ヘクタールほど協定締結がやむを得

ずできなかったということで低減をしてござ

います。 

 この理由としては、先ほどお話がありまし

たとおり、やはり各集落、協定集落とも高齢

化進んでございまして、この制度というの

は、御案内のとおり、５カ年間農業生産活動

を継続するというのが大前提でございますの

で、27年からでいきますと、31年度まで、５

カ年間続けるというところが、非常にやっぱ

り集落の中として厳しいという集落がござい

まして、1,400ヘクタールほど減少しました

が、以後、少し啓発も進みまして、若干戻り

があって、実績を申し上げますと、平成26年

度で３万3,200ヘクタールの協定面積、それ

が27年度からの第４期対策に移行する際に３

万1,800ヘクタール、ここで1,400ヘクタール

ほど減をしてございますが、直近の29年度の

実績で行きますと、３万2,300ヘクタールほ

どということで、若干ではございますけれど

も、今回復基調でございます。これにつきま

しては、目標として、26年度末、すなわち第

３期対策末の３万3,200ヘクタールの回復を

目指して今進めているところでございます。 

 一方、国においては、この厳しいというの

が、要件的に５カ年続けるということで、そ

の協定区域の１カ所でも耕作放棄地が発生す

ると、協定区域内全額遡及返還と、協定年度

にさかのぼっての全額遡及返還と非常に厳し

い制度でございますので、その辺の要件緩和

も含めて、できるだけ取り組みやすくなるよ

うな制度ということで、国のほうには機会を

捉えて要望し続けているところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 やっぱり５年間という縛り

は、非常に今高齢化が進んでいる中で厳しい

と思うんですよ。ですから、国に要望してい

るという、やはり年度を縮めるとか、もうち

ょっと要件緩和を、ぜひともみんなでできる

ようにやっていただきたい。我々もやらない

かぬ話ですから、そのようにやっていきたい

と思いますので、よろしくお願いします。 

 

○小早川宗弘委員長 よろしいですか。ほか

にありませんか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり） 

○小早川宗弘委員長 ありませんね。 

 なければ、これで農林水産部の審査を終了

します。 

 これより午後１時まで休憩いたします。 

  午前11時56分休憩 
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――――――――――――――― 

午後０時59分開議 

○小早川宗弘委員長 時間となりましたの

で、休憩前に引き続き委員会を再開します。 

 それでは、これより土木部の審査を行いま

す。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで、できるだけ簡潔に

お願いいたします。 

 それでは、土木部長から決算概要の総括説

明を行い、続いて、担当課長から順次説明を

お願いします。 

 初めに、宮部土木部長。 

 

○宮部土木部長 着座にて御説明させていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

 平成29年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、土木部関係につきまして、その

後の措置状況を御報告いたします。 

 まず、共通的な事項で２件御指摘がありま

した。 

 １件目は、「増大する震災関連業務へ的確

に対応するためには、職員の健康管理が重要

であり、特定の部署、職員へ過度な業務の集

中が生じないよう、引き続き人員の確保に努

め、職員の健康管理に十分留意すること。」

についてでございます。 

 平成28年熊本地震からの復旧、復興を着実

に進めるためには、技術職員が大幅に不足す

ることから、土木部としましても、組織改編

や職員の配置調整に加え、全国知事会を通じ

て職員派遣を要請したほか、任期つき職員の

採用も行い、対応してまいりました。 

 現在の復旧、復興の状況としましては、６

月末現在、工事費ベースで、発注率が約75

％、完了率が約32％であり、おおむね今年度

をめどに発注を完了する所存ですが、来年度

も引き続き、繰越事業への対応や熊本高森線

の４車線化及び益城町の土地区画整理事業を

着実に進めていくことが必要であることか

ら、引き続き人員の確保に努めてまいりま

す。 

 また、災害復旧業務に従事してきた職員を

中心に疲労の蓄積が懸念されることから、所

属長を集めての会議等の都度、常に職員の健

康状態には細心の注意を払うよう注意喚起を

行ってまいります。 

 今後も引き続き適正な健康管理に努めてま

いります。 

 ２件目は、「熊本地震関係の繰越事業につ

いては、現在の事業を取り巻く状況から見

て、期限内での完了が困難な事業も出てくる

と思われる。こうした繰越事業を確実にやり

遂げるため、工期の設定について必要な対応

を行うなど、事故繰越も含め、個々の状況を

踏まえた柔軟な対応を検討すること。」につ

いてでございます。 

 熊本地震における震災関連工事につきまし

ては、平成28年度から４回にわたる入札制度

の見直しと受注者の施工確保対策を実施する

とともに、柔軟な工期の設定など、工事の施

工促進を図ってきたところでございます。 

 また、工事発注に当たりましては、議会の

議決が必要なもののうち、10億円未満の工事

は、熊本地震からの迅速な復旧を図り、一日

も早く着手できるよう、議会の御協力のも

と、知事専決をさせていただき発注を行うな

ど、工事の早期完成を図ってきたところでご

ざいます。この場をおかりしまして感謝を申

し上げます。 

 なお、資料の記載はありませんが、平成29

年度の繰越事業961億円余のうち、年度内で

の工事完了が困難となった251億円余につい

ては事故繰越への対応を行い、未契約のため

事故繰越ができなかった33億円余は、平成30

年度予算での再計上を行ったところでござい
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ます。 

 この結果、平成29年度の繰越事業費961億

円余の事業は、平成30年度に完了する見込み

となっております。また、平成30年度におけ

る繰越事業費604億円余につきましては、年

度内での早期完了を目指し、熊本地震からの

一日も早い復旧を図ることとしております

が、やむを得ず年度内完了が困難なものは、

これまで同様に、国と協議しながら柔軟な対

応を検討していくこととしております。 

 次に、土木部関係で１件御指摘がありまし

た。「職員による書類の偽造については、職

員の規範意識の徹底を図るとともに、業務の

進捗状況の確認などチェックを行い、再発防

止に努めること。」についてでございます。 

 これにつきましては、上司が業務の進捗状

況確認を確実に行うとともに、職場研修等を

通じ、職員の規範意識を徹底するなど、再発

防止に努めてまいります。 

 続きまして、土木部の平成29年度決算の概

要を決算特別委員会説明資料の１ページ、平

成29年度歳入歳出決算総括表で御説明いたし

ます。 

 まず、歳入についてですが、最下段の計の

欄のとおり、一般会計、特別会計合わせまし

て、収入済み額が698億7,000万円余、不納欠

損額は296万円でございます。不納欠損額の

主なものは、県営住宅使用料となっておりま

す。また、収入未済額は３億1,900万円余と

なっており、主なものは、海砂利超過採取に

係る過料等及び県営住宅使用料となっており

ます。 

 なお、予算現額と収入済み額との差517億

1,500万円余は、主に翌年度への事業繰り越

しに伴う国庫支出金の減でございます。 

 続きまして、歳出についてでございます

が、一般会計、特別会計合わせまして、支出

済み額が1,211億7,000万円余、翌年度繰越額

は863億9,900万円余でございます。 

 理由としましては、熊本地震に伴う人手不

足に起因するもののほか、事業計画策定に当

たって、地元住民や関係機関などとの調整に

時間を要したことなどにより、工期が不足

し、やむを得ず平成30年度へ繰り越したもの

で、現在、その執行に鋭意取り組んでいると

ころでございます。 

 また、不用額は65億5,200万円余となって

おり、その主な理由は、事業実施後の執行残

及び未契約のため事故繰越ができなかったこ

とによるものでございます。このうち、未契

約のため事故繰越ができなかった33億円余に

つきましては、先ほど御説明したとおり、平

成30年度予算に再計上しております。 

 以上、平成29年度土木部歳入歳出決算の概

要につきまして総括的に御説明申し上げまし

たが、詳細につきましては関係課長から説明

いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○小早川宗弘委員長 引き続き各課長から説

明をお願いします。 

 

○藤本監理課長 監理課でございます。 

 土木部の定期監査においては、住宅課につ

いて指摘がありました。その内容と対応状況

につきましては、後ほど担当課長から説明い

たします。 

 次に、決算の概要について御説明いたしま

す。 

 決算特別委員会資料２ページをお願いいた

します。 

 一般会計の歳入についてでございますが、

２ページから３ページにかけまして使用料及

び手数料、３ページ下段から４ページにかけ

ての国庫支出金、４ページの財産収入、繰越

金、５ページに諸収入がございますが、いず

れも不納欠損額、収入未済額ともございませ

ん。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出についてでございます。 
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 ３段目の土木総務費におきまして941万

9,000円の不用額を生じておりますが、主に

熊本地震に係る都道府県派遣職員負担金の執

行残でございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 ２段目の建設業指導監督費におきまして

1,218万8,000円の不用額を生じております。

この不用額の主なものとしましては、建設産

業若手技能者雇用促進事業等の補助金の執行

残でございます。 

 監理課の説明は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○馬場用地対策課長 用地対策課でございま

す。 

 決算の概要について御説明申し上げます。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入についてでございま

す。 

 上段の使用料及び手数料、また下段の諸収

入について、いずれも不納欠損額、収入未済

額ともにございません。 

 次に、９ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出についてでございます。 

 土木総務費で673万6,000円の不用額が生じ

ております。これは、収用手続にかかわる鑑

定料等の執行残でございます。 

 続きまして、10ページをお願いいたしま

す。 

 用地先行取得事業特別会計の歳入について

でございます。 

 借入金により財源を調達いたしますが、中

段の国庫補助道路用地先行取得事業、これは

本渡道路でございますけれども、繰越措置に

伴い、また、下段の国庫補助街路用地先行取

得事業、これは熊本高森線の４車線化でござ

いますけれども、用地取得の実績に伴う減額

で、予算額に対しまして、合計で９億9,700

万円の減額となっております。また、不納欠

損額、収入未済額ともにございません。 

 次に、11ページをお願いいたします。 

 同じく用地先行取得事業特別会計の歳出に

ついてでございます。 

 中段の道路新設改良費につきましては、歳

入でも触れましたが、１億9,700万円の繰り

越しが生じております。繰り越しにつきまし

ては、後ほど御説明をいたします。 

 また、下段の街路事業費では８億円の不用

額が生じております。これは、県道熊本高森

線の４車線化の用地を早期に取得するための

予算を確保いたしましたが、境界確定や建物

調査等に時間を要し、具体的には、昨年の10

月から用地交渉を開始したことから、交渉の

妥結までに至らなかったこと等によりまし

て、結果としまして、用地取得をしました分

につきましては、一般会計で対応ができたた

めに生じたものでございます。 

 以上が歳入、歳出でございます。 

 続きまして、翌年度へ繰り越ししました事

業につきまして、附属資料で御説明を差し上

げます。 

 附属資料の１ページをお願いいたします。 

 平成30年度への明許繰り越しは、用地先行

取得事業特別会計の１カ所、本渡道路で繰越

額は１億9,700万円でございます。繰り越し

の理由としましては、用地交渉及び建物移転

等に不測の日数を要したことにより次年度へ

繰り越したものでございます。 

 以上で用地対策課の説明を終わります。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○田尻土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 説明資料の12ページをお願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 １段目の財産収入及び４段目の諸収入とも

に不納欠損額及び収入未済額はございませ

ん。 

 続きまして、歳出について御説明します。 

 資料の13ページをお願いします。 
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 土木総務費におきまして46万9,000円の不

用額が生じております。主な理由といたしま

しては、ＣＡＬＳ／ＥＣ事業に関する入札等

に伴う執行残でございます。 

 土木技術管理課の説明は以上でございま

す。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○亀崎道路整備課長 道路整備課でございま

す。 

 説明資料の14ページと15ページをお願いい

たします。 

 歳入につきましては、不納欠損、収入未済

額はございません。 

 主な内容について御説明いたします。 

 14ページの上から４段目をお願いいたしま

す。 

 国庫支出金でございますが、予算額に対

し、61億5,594万2,000円の減となっておりま

す。これは、繰り越し及び事業費確定に伴う

ものでございます。 

 次に、15ページをお願いします。 

 最上段の諸収入ですが、予算額に対し、

1,869万3,000円の減となっております。こち

らも繰り越し及び事業費確定に伴うものでご

ざいます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 16ページをお願いいたします。 

 ２段目の道路橋りょう総務費の不用額は

894万9,000円でございます。これは、直轄事

業負担金の事業費確定に伴う執行残及び熊本

地震に係る都道府県派遣職員負担金の執行残

などによるものでございます。 

 17ページをお願いします。 

 最上段の道路新設改良費の不用額は3,420

万1,000円でございます。これは、地域道路

改築費の事業費確定による執行残及び道路施

設保全改築費の事務費の執行残等によるもの

でございます。 

 以上が一般会計における歳入、歳出でござ

います。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

して、附属資料で説明させていただきます。 

 道路整備課につきましては、附属資料の２

ページから42ページまで記載しております

が、まず、41ページをお願いいたします。 

 明許繰り越しの道路整備課計の繰越箇所は

293カ所で、平成30年度への繰越額は120億

8,717万9,000円でございます。 

 繰り越しの理由といたしましては、関係機

関との調整など、計画に関する諸条件の整理

や工法の検討、協議及び用地補償交渉の難航

などに不測の日数を要したことなどにより、

やむなく次年度へ繰り越したものでございま

す。 

 次に、42ページをお願いします。 

 事故繰越の道路整備課計の繰越箇所は５カ

所で、平成30年度への繰越額は１億3,898万

7,000円でございます。 

 繰り越しの理由といたしましては、労務者

の手配調整など、計画に関する諸条件の整理

や資材の入手に不測の日数を要したことなど

により、やむなく次年度へ繰り越したもので

ございます。 

 以上で道路整備課の説明を終わらせていた

だきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○勝又道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 決算の概要について御説明いたします。 

 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 分担金及び負担金については、不納欠損額

及び収入未済額はございません。 

 19ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料については、不納欠損額

及び収入未済額はございません。 

 下から２段目の国庫支出金につきまして

は、予算額に対し、22億5,786万8,000円の減
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となっております。これは、20ページ１段目

に記載のとおり、工事の繰り越しに伴うもの

でございます。 

 ３段目の土地売払収入の内容につきまして

は、附属資料の県有財産処分一覧表に記載し

ております。 

 21ページをお願いいたします。 

 ２段目の道路関係受託事業収入につきまし

ては、予算額に対し、5,235万6,000円の減と

なっております。これは、工事の繰り越しに

伴うものでございます。 

 最下段の雑入ですが、予算に対し、3,279

万2,000円の増となっております。これは、

電気事業者及び通信事業者の未許可物件が判

明し、道路占用料相当額が発生したことによ

るものでございます。また、収入未済が３万

8,000円ございます。この内容につきまして

は、後ほど説明いたします。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 引き続きまして、歳出について御説明いた

します。 

 説明資料の22ページをお願いいたします。 

 ２段目の道路橋りょう総務費の不用額の

1,079万3,000円の主な理由は、道路管理事業

における入札残等によるものでございます。 

 ３段目の道路維持費の不用額3,193万9,000

円の主な理由は、単県道路維持修繕費の執行

残等によるものでございます。 

 23ページをお願いいたします。 

 道路新設改良費の不用額1,712万7,000円の

主な理由は、道路施設保全改築費の国庫内示

減に伴う執行残によるものでございます。 

 歳出につきましては以上でございます。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

しては、附属資料で御説明いたします。 

 道路保全課につきましては、附属資料の43

ページから93ページまで記載しております

が、まず、91ページをお願いいたします。 

 道路保全課の明許繰り越しの合計は377カ

所、69億1,540万7,000円でございます。 

 繰り越しの主な理由といたしましては、関

係機関との協議や計画の策定、入札不調等に

よる計画変更等に不測の日数を要したこと等

により、やむを得ず繰り越したものでござい

ます。 

 次に、93ページをお願いいたします。 

 道路保全課の事故繰越の合計は６カ所、

6,578万9,000円でございます。 

 繰り越しの主な理由は、熊本地震の影響に

より施工業者における人員確保及び資材確保

が困難になったこと、工事着手後の豪雪によ

り除雪作業に不測の日数を要したことなどに

より、やむを得ず繰り越したものでございま

す。 

 事業につきましては順調に進んでおり、年

度内には完了する予定でございます。 

 続きまして、収入未済額について説明させ

ていただきます。 

 附属資料の181ページをお願いいたしま

す。 

 雑入で３万8,000円の収入未済額が生じて

おります。この内容は工事違約金で件数は１

件でございます。収入未済の理由としまして

は、受注者が倒産し、代表者が生活困窮して

いるため、収入未済となっているものでござ

います。これは平成26年度に発生したもの

で、これまで電話、訪問などにより催告や財

産調査を行ってまいりましたが、代表者の資

産もなく、消滅時効の期間の３年間が経過

し、代表者が時効援用の意思を示しているこ

とから、今後、不納欠損に向けた手続を進め

てまいります。 

 以上で道路保全課の説明を終わらせていた

だきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○坂井都市計画課長 都市計画課でございま

す。 

 まず、決算について御説明いたします。 

 歳入につきましては、説明資料の24ページ
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から27ページでございます。 

 歳入の内容は、分担金、負担金、使用料、

手数料、国庫支出金、財産収入、繰入金、繰

越金、諸収入でございますが、いずれも不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 主なものについて御説明いたします。 

 25ページをお願いいたします。 

 国庫支出金でございますが、25ページの最

下段の社会資本整備総合交付金が、予算額に

対して24億2,347万3,000円の減となっており

ます。これは、平成30年度への繰り越しに伴

うものでございます。 

 次に、26ページをお願いいたします。 

 上から３段目の都市災害復旧費補助が、予

算現額に対し、3,709万8,000円の減となって

おります。これは、災害復旧事業の事業費確

定に伴うものでございます。 

 次に、27ページをお願いいたします。 

 繰入金でございますが、27ページの上から

２段目の緑の基金繰入金が、予算現額に対し

て301万円の減となっております。これは、

民間施設緑化推進事業の事業費確定に伴うも

のでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 28ページをお願いいたします。 

 最下段の景観整備費の不用額781万円は、

主に緑化景観対策事業及び民間施設緑化推進

事業の事業費確定に伴うものでございます。 

 次に、31ページをお願いいたします。 

 上から１段目の都市災害復旧費の不用額

6,703万3,000円は、主に現年都市施設等補助

災害復旧費及び災害復旧事業設計調査費の事

業費確定に伴うものでございます。 

 以上が一般会計における歳入、歳出でござ

います。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

して、附属資料で御説明いたします。 

 都市計画課の繰越事業につきましては、附

属資料の94ページから99ページに記載してお

りますが、99ページをお願いいたします。 

 明許繰り越しの都市計画課計は、最下段の

とおり、26カ所の43億8,897万2,000円でござ

います。 

 繰り越しの主な理由といたしましては、関

係機関との協議、調整や家屋に係る補償交渉

等に不測の日数を要したことにより、やむを

得ず次年度へ繰り越したものでございます。 

 現在、繰り越した事業は全て順調に進んで

おりまして、年度内に完了する予定でござい

ます。 

 以上で都市計画課の説明を終わらせていた

だきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○渡辺下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 まず、決算について御説明いたします。 

 説明資料の32ページをお願いいたします。 

 32ページから34ページまでが一般会計の歳

入ですが、不納欠損額、収入未済額はござい

ません。うち、32ページ２段目の国庫支出金

ですが、予算に対して4,789万8,000円の減と

なっておりますのは、３段目の市町村都市災

害復旧指導監督事務費負担金、33ページ１段

目の農山漁村地域整備交付金の繰り越しに伴

うもの等でございます。 

 続きまして、35ページから38ページまでが

一般会計の歳出でございます。うち、35ペー

ジ２段目の公害規制費の不用額185万4,000円

は、主に生活排水適正処理重点推進事業の執

行残によるものでございます。 

 同じく35ページ最下段の環境整備費の不用

額5,534万6,000円は、主に浄化槽整備事業の

執行残によるものでございます。 

 次に、38ページ２段目の農業施設災害復旧

費の不用額948万6,000円及び３段目の都市災

害復旧費の不用額825万7,000円は、事業費の

確定に伴う執行残でございます。 

 続きまして、流域下水道事業特別会計につ

いて御説明いたします。 
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 39ページから43ページまでが流域下水道事

業特別会計の歳入ですが、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 まず、39ページ１段目の分担金及び負担金

ですが、予算に対して2,693万9,000円の減と

なっておりますのは、流入水量の実績精算の

結果、市町村からいただく維持管理負担金が

減少したためでございます。 

 次に、40ページ２段目の国庫支出金です

が、予算に対して１億3,784万5,000円の減と

なっておりますのは、主に球磨川上流流域下

水道建設事業の繰り越しに伴うものでござい

ます。 

 次に、42ページ最下段の県債ですが、予算

に対して5,200万円の減となっておりますの

は、球磨川上流流域下水道建設事業の繰り越

し等に伴うものでございます。 

 続きまして、44ページから46ページまで

は、流域下水道事業特別会計の歳出でござい

ます。 

 まず、44ページ１段目の流域下水道費の不

用額3,140万9,000円は、主に、熊本北部、球

磨川上流及び八代北部流域下水道の維持管理

事業の執行残によるものでございます。 

 一般会計及び流域下水道事業特別会計の歳

入、歳出の説明は以上でございます。 

 最後に、翌年度への繰越事業について御説

明いたします。 

 附属資料の100ページをお願いいたしま

す。 

 100ページから102ページまでが下水環境課

における繰越事業でございます。 

 まず、一般会計につきましては、100ペー

ジの最下段のとおり、合計で3,124万5,000円

の繰り越しとなっております。 

 主なものといたしましては漁業集落排水施

設整備事業費で、工法の検討、選択に当た

り、不測の日数を要したため、やむを得ず繰

り越したものでございます。 

 次に、流域下水道事業特別会計につきまし

ては、102ページの最下段のとおり、合計で

２億3,751万9,000円の繰り越しとなっており

ます。 

 主なものといたしましては、球磨川上流流

域下水道建設費の電気設備改築更新工事にお

いて更新機種の選定に不測の日数を要したこ

となどにより、やむなく繰り越ししたもので

ございます。 

 なお、一般会計、流域下水道事業特別会計

における繰越事業につきましては、全て平成

30年度内に完了予定でございます。 

 以上で下水環境課の説明を終わります。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○竹田河川課長 河川課でございます。 

 まず、決算について御説明いたします。 

 説明資料の47ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてです。 

 １段目の分担金及び負担金は、海岸事業に

伴う市町村の分担金ですが、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、下から４段目の使用料及び手数料に

つきましては、不納欠損額が５万8,000円、

収入未済額が355万6,000円となっておりま

す。それぞれの内容につきましては、後ほど

御説明いたします。 

 続きまして、48ページをお願いします。 

 下から５段目の国庫支出金につきまして

は、不納欠損額、収入未済額ともにございま

せんが、予算現額と収入済み額との比較で

221億575万4,000円の減となっております。

これは、繰り越し及び事業費確定に伴うもの

です。 

 次に、50ページをお願いいたします。 

 １段目の諸収入でございます。 

 不納欠損額はございませんが、収入未済額

が３億503万1,000円となっております。これ

につきましても、後ほど御説明いたします。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 
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 資料の54ページをお願いいたします。 

 上から１段目の河川改良費につきまして３

億2,435万8,000円の不用額が生じています。

これは主に河川改修事業、河川等災害関連事

業、単県河川災害関連事業の事業費確定に伴

う執行残によるものです。 

 次に、55ページ２段目の土木災害復旧費で

５億6,337万4,000円の不用額が生じていま

す。これは主に河川等補助災害復旧費及び河

川等単県災害復旧費の額の確定に伴う執行残

によるものです。 

 以上が歳入、歳出決算に関しての説明とな

ります。 

 続きまして、繰越事業につきまして、附属

資料により御説明いたします。 

 河川課の明許繰り越しにつきましては、附

属資料の103ページから122ページに掲載して

います。 

 122ページ最下段の合計欄をごらんくださ

い。 

 河川課の明許繰り越しの合計は593カ所、

237億5,918万6,000円となっております。 

 主な理由としまして、河川改修事業におき

ましては、工事箇所集中によって技術者、技

能者が不足し、その手配調整に時間を要した

こと、災害復旧事業におきましては、熊本地

震による工事増加に伴い、建設資材等が不足

し、その調達に時間を要したこと等により、

やむを得ず次年度へ繰り越したものです。 

 次に、事故繰越につきましては、資料123

ページから127ページに掲載しています。 

 127ページの最下段の合計欄をごらんくだ

さい。 

 河川課の事故繰越の合計は265カ所、110億

5,870万3,000円となっております。 

 主な理由としまして、災害復旧事業におい

て、熊本地震による工事増加に伴い、建設資

材や技術者等が不足し、その調達や調整に時

間を要したことにより、29年度中に契約はで

きたものの、工事の施工期間に不足が生じた

ため、次年度へ事故繰越したものです。 

 なお、現在までの進捗率が低い事業につき

ましても、早期執行に努め、一日でも早い災

害復旧事業等の完成を目指し、予算の執行に

取り組んでまいります。 

 続きまして、収入未済額について説明させ

ていただきます。 

 附属資料の182ページをごらんください。 

 １段目の河川敷占用料で60万3,000円、２

段目の土石採取料で295万3,000円、３段目の

雑入で３億503万1,000円が生じております。 

 これらの理由につきましては、次のペー

ジ、183ページの中ほどにあります３番、平

成29年度収入未済額の状況をごらんくださ

い。 

 まず、１段目の河川敷占用料として５件の

収入未済額がありますが、理由としまして

は、生活困窮によるものが４件、所在不明に

よるものが１件となっております。 

 次に、２段目の土石採取料として２件の収

入未済がございますが、理由としましては、

生活困窮によるものが１件、その他が１件と

なっております。そのうち、その他の内容と

しましては会社代表者死亡によるものです。 

 そして、雑入３段目の、海砂利超過採取に

係る過料及び４段目の海砂利採取不当利得の

どちらも同じ債務者によるもので、計５件と

なる収入未済がございます。理由としまして

は、生活困窮によるものが３件、その他で、

代表者死亡によるものが２件となっておりま

す。 

 占用料等の使用料の未収金につきまして

は、これまで出先機関とも連携しながら徴収

に努めているところでございますが、引き続

き、未収金の解消に向け、納入指導等に取り

組んでまいります。 

 また、過料等の雑入の未収金につきまして

は、平成22年度と平成24年度に判明した民間

業者による海砂利の違法採取に起因するもの

で、資料に数字の記載はございませんが、過
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料等の全体額は３億2,400万円余でございま

した。そのうち、平成29年度末までに1,900

万円余が納付されている状況です。いずれの

事業者も経営状況が厳しく、また、財産調査

の結果でも全額の納付が可能な状況ではござ

いませんでした。徴収が難しい状況ではあり

ますが、今後も引き続き、定期的に事業者へ

の訪問を行うなど、粘り強く徴収に取り組ん

でまいります。 

 最後に、不納欠損額の内容につきまして、

附属資料の189ページをごらんください。 

 使用料の不納欠損額として河川敷占用料５

万8,000円が生じております。理由としまし

ては、平成21年度から平成24年度までの占用

料について、時効期間満了による債権消滅に

よるものでございます。 

 以上で河川課の説明を終わらせていただき

ます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○松永港湾課長 港湾課でございます。 

 港湾課は、一般会計のほか、港湾整備事業

特別会計及び臨海工業用地造成事業特別会計

の２つの特別会計について御説明いたしま

す。 

 説明資料の56ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入について御説明いた

します。 

 最上段の分担金及び負担金は、港湾事業に

伴う市町村負担金で、不納欠損額、収入未済

額はありません。 

 なお、予算現額と収入済み額との比較の63

万1,000円の減につきましては、事業費確定

によるものです。 

 57ページをお願いいたします。 

 最上段の使用料及び手数料において21万

4,000円の収入未済額があります。内容につ

いては、後ほど附属資料で御説明いたしま

す。 

 上から４段目の国庫支出金に不納欠損額、

収入未済額はありませんが、予算現額と収入

済み額との比較の７億8,935万2,000円の減に

つきましては繰り越しに伴うものです。 

 58ページをお願いします。 

 58ページから59ページにかけて、不納欠損

額、収入未済額はありません。 

 続きまして、60ページをお願いいたしま

す。 

 次に、一般会計の歳出について御説明いた

します。 

 上から２段目の港湾管理費で不用額754万

5,000円、最下段の港湾建設費で不用額1,029

万4,000円が生じています。これは、事業費

確定に伴う執行残などによるものです。 

 61ページをお願いいたします。 

 最上段の空港管理費で不用額480万3,000

円、３段目の港湾災害復旧費で不用額4,288

万1,000円、４段目の港湾単県災害復旧費で

不用額230万6,000円が生じています。これ

は、事業費確定に伴う執行残などによるもの

です。 

 62ページをお願いいたします。 

 港湾整備事業特別会計について御説明いた

します。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 最上段の使用料及び手数料において47万

4,000円の収入未済額があります。内容につ

いては、後ほど附属資料で御説明いたしま

す。 

 最下段の国庫支出金に不納欠損額、収入未

済額はありません。 

 63ページをお願いします。 

 不納欠損額、収入未済額ともにございませ

ん。 

 64ページをお願いいたします。 

 上段の諸収入において133万9,000円の収入

未済額があります。内容につきましては、後

ほど附属資料で御説明いたします。 

 下段の県債に不納欠損額、収入未済額はあ

りません。 
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 65ページをお願いいたします。 

 次に、港湾整備事業特別会計の歳出につい

て御説明いたします。 

 上から２段目の施設管理費につきまして１

億6,753万円の不用額が生じています。これ

は、入札残や国の補助内示額が予算額を下回

ったことなどによるものです。 

 67ページをお願いいたします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計について御

説明します。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の歳入につ

きましては、不納欠損額、収入未済額ともに

ございません。 

 69ページをお願いいたします。 

 次に、臨海工業用地造成事業特別会計の歳

出について説明いたします。 

 最下段の災害復旧費で7,344万7,000円の不

用額が生じています。これは、設計変更によ

る事業費確定に伴う執行残によるものです。 

 以上で一般会計、特別会計の歳入、歳出に

関する説明を終わります。 

 続きまして、附属資料について説明いたし

ます。 

 まず、繰り越しについて説明いたします。 

 附属資料の128ページから136ページが港湾

課に係る繰越事業でございます。 

 133ページをお願いいたします。 

 最下段のとおり、一般会計の明許繰り越し

は33カ所、16億6,827万円で、理由としまし

ては、関係機関との調整に不測の日数を要し

たことなどでございます。 

 134ページをお願いします。 

 最下段のとおり、一般会計の事故繰越は２

カ所、３億9,045万5,000円で、理由としまし

ては、計画変更や工法変更に不測の日数を要

したことなどでございます。 

 135ページをお願いいたします。 

 最下段のとおり、港湾整備事業特別会計の

明許繰り越しは３カ所、３億5,476万5,000円

で、理由としましては、港湾利用事業者との

協議に不測の日数を要したことなどでござい

ます。 

 136ページをお願いいたします。 

 最下段のとおり、港湾整備事業特別会計の

事故繰越は１カ所、8,687万5,000円で、理由

としましては、熊本地震の影響により資材調

達等が困難となり、工事施工に不測の日数を

要したことでございます。 

 以上、港湾課は、合計で39カ所、25億36万

5,000円を次年度に繰り越しをしておりま

す。 

 184ページをお願いいたします。 

 続きまして、収入未済について説明いたし

ます。 

 一般会計では、最上段のとおり、使用料及

び手数料のうち、港湾区域占用料で21万

4,000円の収入未済額があり、理由は生活困

窮と申請者死亡のためで、対象は２者となり

ます。 

 最下段の未収金対策のとおり、関係者の自

宅訪問に取り組み、うち、１者については、

現在分納中です。 

 185ページをお願いします。 

 港湾整備事業特別会計では、最上段のとお

り、使用料及び手数料のうち、重要港湾使用

料で47万3,000円の収入未済額があり、理由

は申請者の業績不振のためで、対象は１者で

す。 

 また、２段目の諸収入の雑入で133万9,000

円の収入未済額があり、理由は、債務者の業

績不振のためで、対象は２者です。 

 186ページをお願いいたします。 

 未収金対策のとおり、地方港湾使用料につ

きましては、収入未済は解消されました。重

要港湾使用料の１者につきまして、分納誓約

書による納付指導を継続中です。雑入の２者

のうち、１者につきまして、分納誓約書によ

る納付指導を継続しております。もう１者に

つきましては、会社が解散しており、財産や

事業を再開する見込みがないため、徴収停止
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中です。今後も、四半期ごとに進捗状況を確

認し、未収金解消に向けた対策の検討を行っ

てまいります。 

 続きまして、附属資料の194ページをお願

いいたします。 

 県有財産の処分状況を説明いたします。 

 水俣港月浦地区、三角港波多地区、八代港

内港地区において、合計３件の港湾用地を売

却し、収入金額は4,649万5,000円でございま

す。 

 以上で港湾課の説明は終わります。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○中山砂防課長 砂防課でございます。 

 説明資料の70ページをお願いします。 

 まず、歳入について御説明申し上げます。 

 上から１段目の分担金及び負担金につきま

しては、不納欠損額、収入未済額ともにござ

いません。 

 次に、６段目の国庫支出金につきまして

も、不納欠損額、収入未済額ともにございま

せん。 

 予算額に対しまして139億3,414万1,000円

の収入減となっておりますのは、社会資本整

備総合交付金や災害関連緊急事業費補助な

ど、平成30年度への繰り越しによる事業費の

減に伴う国庫支出金の減でございます。 

 次に、71ページの上から３段目の繰越金に

つきましても、不納欠損額、収入未済額とも

にございません。 

 次に、４段目の諸収入につきましても、不

納欠損額、収入未済額ともにございません。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ

ます。 

 説明資料の72ページをお願いします。 

 まず、上から３段目の砂防費につきまし

て、不用額が34億6,776万5,000円生じており

ます。主な理由は、用地取得難航により契約

ができなかったり、工事進捗の遅延により変

更契約ができなかったこと並びに設計変更や

単県事業から交付金事業への移行などに伴う

執行残により不用が生じたものでございま

す。 

 次に、73ページの上から２段目の災害復旧

費につきまして、不用額が369万円生じてお

ります。これは、単県砂防施設災害復旧事業

における執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明申し

上げます。 

 附属資料をお願いします。 

 附属資料の137ページから157ページにかけ

まして、平成29年度の明許繰り越しを記載し

ております。 

 157ページをお願いします。 

 最下段に記載しておりますように、平成30

年度への明許繰り越しは、合計で164カ所、

78億5,236万円でございます。 

 繰り越しの主な理由としましては、熊本地

震やその後の豪雨により発生した土砂災害な

どに対して、砂防堰堤や地すべり対策施設を

整備する事業において、施設配置計画の策定

や用地買収に不測の日数を要し、やむを得ず

次年度へ繰り越しを行ったものでございま

す。 

 次に、附属資料の158ページから168ページ

にかけて、平成29年度の事故繰越を記載して

おります。 

 168ページをお願いいたします。 

 最下段に記載しておりますように、平成30

年度への事故繰越は、合計で330カ所、133億

4,709万3,000円でございます。 

 事故繰越の主な理由としましては、熊本地

震の影響により、施工業者における人員確保

や資機材不足、工事着手後も砂防堰堤におけ

る流用土の変更により不測の日数を要したこ

となどにより、やむを得ず次年度へ繰り越し

たものでございます。 

 住民の安全確保のため、一日でも早い完成

を目指して、予算執行に取り組んでまいりま

す。 
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 以上で砂防課の説明を終わります。 

 よろしくお願いします。 

 

○松野建築課長 建築課でございます。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の74ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、不納欠損及び収入未

済はございません。 

 75ページをお願いいたします。 

 ４段目以降の国庫支出金につきましては、

収入済み額が予算現額に対して１億2,831万

6,000円の減となっております。これは、５

段目の社会資本整備総合交付金の繰り越し及

び事業費確定に伴う減が主な理由となってお

ります。 

 次に、77ページをお願いします。 

 歳出について御説明いたします。 

 上から３段目、建築指導費における不用額

２億5,620万3,000円につきましては、主に生

活再建住宅支援事業の事業費確定に伴う執行

残でございます。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

して、附属資料で説明いたします。 

 建築課につきましては、附属資料の169ペ

ージから171ページに記載しております。 

 171ページの最下段をごらんいただきたい

と思います。 

 最下段のとおり、建築課の平成30年度繰り

越しの合計は１億4,420万7,000円でございま

す。 

 繰り越しの主なものとしましては、まず、

169ページ４段目に記載しております住宅耐

震化支援事業費で、県内全域において木造住

宅の耐震化を継続的に支援する必要があり、

繰り越しを行ったものでございます。今後も

引き続き、新聞、県政番組などを通して、住

宅耐震化の必要性を県民に広く周知してまい

ります。 

 次に、170ページをお願いします。 

 ２段目にあります宅地耐震化推進事業費

で、大規模盛り土の位置と規模を把握する調

査をしておりますが、基礎資料収集につい

て、国交省が示しておりますマニュアルに従

って市町村から昭和40年代の地図を収集いた

しましたが、活用できる地図が少なかったた

め、国土地理院が所有する航空写真を活用せ

ざるを得なく、時間を要することとなり、や

むなく繰り越しを行ったものでございます。 

 建築課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○重松営繕課長 営繕課でございます。 

 決算について御説明いたします。 

 説明資料の78ページをお願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 国庫支出金及び繰越金でございますが、い

ずれも不納欠損額及び収入未済額はございま

せん。 

 次に、79ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 土木総務費の不用額2,950万7,000円につき

ましては、主に県有施設の改修等に係る工事

請負費や設計監理委託料の入札に伴う執行残

及び事務費の執行残でございます。 

 続きまして、翌年度への繰り越しについ

て、附属資料で御説明いたします。 

 営繕課につきましては、附属資料の172ペ

ージから173ページに記載しております。 

 173ページの最下段のとおり、営繕課の平

成30年度への繰り越しの合計は、県有施設保

全改修費で11カ所、合計３億3,473万円とな

っております。これらにつきましては、いず

れも入札不調等による計画変更等の検討に不

測の日数を要したため、やむを得ず次年度へ

繰り越したものでございます。 

 なお、熊本地震による災害復旧事業を優先

したため、進捗状況の数値は低くなっており

ますが、全て年度内に完了する見込みでござ

います。 

 営繕課の説明は以上でございます。 
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 よろしくお願いいたします。 

 

○小路永住宅課長 住宅課でございます。よ

ろしくお願いします。 

 まず、今年度の定期監査における指摘事項

がございましたので、御説明いたします。 

 指摘の内容は、「平成29年４月から10月に

かけて、県営住宅の家賃徴収事務において、

徴収誤りがあり、過徴収分を返還している。

チェック体制の強化を図り、徴収誤りの再発

防止に努めること。」でございます。 

 次に、指摘に対しての対応状況について御

説明いたします。 

 今回の県営住宅家賃の過徴収は、平成29年

11月に入居者からの指摘により判明し、同11

月に２件分、30万8,000円を還付したもので

す。 

 これは、平成29年度県営住宅家賃決定作業

において、県営住宅管理システムへの入力漏

れがあったことが原因でした。そのため、再

発防止策として、管理システムの入力チェッ

ク体制を強化するとともに、同様の事案が今

後発生しないよう、家賃決定のシステムを一

部改修しました。 

 今後も、指定管理者と住宅課で相互に入力

内容のチェックを行い、家賃誤徴収防止に努

めてまいります。 

 次に、決算について御説明いたします。 

 まず、歳入ですが、説明資料の80ページを

お願いします。 

 最上段の使用料及び手数料ですが、調定額

22億4,639万1,000円に対し、収入済み額が22

億3,506万3,000円、不納欠損額が290万1,000

円、収入未済額が842万7,000円となっていま

す。 

 使用料の内訳としては、３段目に県営住宅

使用料、４段目に駐車場使用料などの県営住

宅用地使用料を示していますが、不納欠損と

収入未済の状況については、後ほど附属資料

で説明させていただきます。 

 81ページをお願いします。 

 最上段の国庫支出金ですが、予算額に対し

て４億8,107万8,000円の減となっています。

これは、繰り越し及び事業費確定に伴うもの

です。 

 次に、82ページをお願いします。 

 諸収入について、下から２段目の災害公営

住宅整備事業受託事業収入ですが、予算額に

対し、26億4,492万8,000円の減となっていま

す。これは、業務完了後に市町村から受託金

を収入することになっていますが、平成29年

度の事業完了が一部であり、未完了分の繰り

越しによるものです。 

 次に、歳出について御説明します。 

 84ページをお願いします。 

 ２段目の住宅管理費の不用額5,676万5,000

円につきましては、公営住宅維持修繕費の執

行残、訴訟件数が見込みより少なかったこと

による事務費の執行残などです。 

 ３段目の住宅建設費の不用額9,213万7,000

円につきましては、公営住宅ストック総合改

善事業費や高齢者向け優良賃貸住宅供給促進

事業費等の事業費確定に伴う執行残などによ

るものです。 

 85ページをお願いします。 

 ２段目の住宅災害復旧費の不用額３億

1,075万6,000円につきましては、県営住宅災

害復旧費の事業費確定に伴う執行残です。 

 続きまして、翌年度への繰越事業につきま

して、附属資料で御説明します。 

 住宅課の明許繰り越しにつきましては、附

属資料の174ページから179ページに記載をし

ております。 

 179ページをお願いします。 

 179ページの最下段に記載のあるとおり、

平成30年度への繰り越しの合計は38カ所、32

億2,998万6,000円でございます。 

 主な理由としましては、熊本地震にかかわ

る災害復旧事業を優先施工したことに伴う通

常事業の繰り越しや入札不調及び関係機関と



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成30年10月19日) 

 

 - 42 - 

の協議等に不測の日数を要したもの、さら

に、災害公営住宅整備受託事業において、市

町村が整備計画の策定に不測の日数を要した

ために県の受託事業の工期が不足したものな

ど、やむなく次年度に繰り越したものです。 

 次に、180ページをお願いします。 

 事故繰越につきましては、最下段に記載の

とおり、２カ所、１億1,081万1,000円です。

これは、工事着手後に埋蔵文化財の存在が確

認され、調査に時間を要したり、使用資材の

確保に時間を要し、不測の日数を要したもの

でございます。 

 現在、繰り越した事業につきましては、お

おむね順調に進んでおりまして、全て年度内

に完成する予定です。 

 続きまして、収入未済の状況について御説

明します。 

 187ページをお願いします。 

 １の平成29年度歳入決算の状況の１段目、

県営住宅使用料ですが、収入未済額が799万

3,000円、２段目の県営住宅用地使用料です

が、収入未済額が43万4,000円生じておりま

す。これは、公営住宅は、入居対象者を住宅

に困窮する低所得者としておりますが、収入

の低下等により生活困窮の度合いが増し、収

入未済となったケースや、既に県営住宅を退

去した滞納者による未収金が主な原因です。 

 ２の収入未済額の過去３カ年の推移です

が、県営住宅使用料、県営住宅用地使用料と

もに年々減少し、平成29年度の額は、平成27

年度の額の４分の１程度となっております。 

 188ページをお願いします。 

 ４の平成29年度の未収金対策をごらんくだ

さい。 

 これは、各未収金についての対策を記載し

ております。 

 県営住宅使用料の入居者への対策としまし

ては、③の職員による電話催促や分納指導、

④の３カ月以上の滞納者への催告及び当該催

告に応じない滞納者の連帯保証人への通知等

を重点的に取り組んでおります。また、退去

者への対策としましては、④の分納誓約の実

施を重点的に取り組んでいます。 

 これらの取り組みにより収入未済額が年々

減少しており、一定の成果があったものと考

えておりますが、歳入確保及び公平性の観点

から、未収金対策を今後とも引き続きしっか

り取り組んでまいります。 

 最後に、不納欠損について御説明します。 

 190ページをお願いします。 

 県営住宅使用料に不納欠損額が270万円ご

ざいます。これは、退去後、滞納者の死亡、

所在不明等により時効となったものです。 

 192ページをお願いします。 

 県営住宅用地使用料に不納欠損額が20万

1,000円ございます。これも、退去後、所在

不明等により時効となったものです。 

 以上で住宅課の説明を終わります。 

 よろしくお願いします。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で土木部の説明が

終わりました。 

 これから質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○岩下栄一委員 地震の被害が非常に大きか

った益城町の土地区画整理事業ですけれど

も、都市計画決定が速やかになされて区画整

理事業に取りかかっておられることは大変好

ましいことだと思いますけれども、職員の健

康管理というのが前のほうに出てきているけ

れども、随分多くの人手を要しておられると

思うんですね、県の職員の。こうした都市計

画、いわゆる区画整理事業に要する人員とい

うのはどのような確保をされているんでしょ

うか。 

 

○坂井都市計画課長 都市計画課でございま

す。 

 現在、広域本部のほうにおきまして、益城
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復興事務所を新たにことし４月から組織いた

しまして、それで、用地及び工事関係の職員

をそこに集めまして、熊本高森線の４車線化

の事業と区画整理事業をこの事務所でやって

いただくということで、仕事をやっていただ

いています。その中には、各県からの応援の

職員も来ていただいておりますし、益城町か

らの職員も、この中に入って一緒に仕事をさ

せていただいております。 

 人員は50名ほどだったと思います。ちょっ

と数字的には覚えておりませんけれども。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 他県からの応援の職員さん

たちの給与なんかはどうなっているんです

か。 

 

○藤本監理課長 監理課からお答えします

と、他都道府県からの応援職員は現在31名、

他都道府県から応援に来ていただいている土

木職員と建築職員とで。給与につきまして

は、本県が基本的には負担をいたしますが、

一部交付税でその分は措置されることになっ

ております。 

 

○岩下栄一委員 大変なことだろうと、御苦

労だなと思っております。それで、異議申し

立てというか、住民のいろんな意見があっ

て、都市計画決定がなされれば、みんなもう

黙ってしまうんですか、それとも、まだ、熊

本弁で言うなら、ぐぜっとっとですかね。 

 

○坂井都市計画課長 区画整理でお話しいた

しますと、区画整理の事業計画をつくるとき

に住民の皆さんから意見が出ております。意

見書としては、20名の方から意見書が出てま

して、例えば、最初説明があったときの道路

の位置と事業計画で示した道路の位置が違う

じゃないかとか、減歩率についてお話があっ

たりとか、そういう意見がございまして、そ

れについて、都市計画審議会にその意見書に

ついて諮りまして、採択するかしないかをそ

こで結論いただきまして、事業計画は、県が

進める内容で支障ないということで今進めて

おります。 

 現在、意見書を出された方々にも直接お会

いいたしまして、県の考えとか、今後どうい

うふうにやるとかいうことにつきまして、丁

寧に説明しながら、同意を得ながら事業を進

めていきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 最終的には円満に推移して

いるわけですね。 

 

○坂井都市計画課長 最終的には、もう地元

の方たちはそこの中で住んでいただかなくち

ゃいけませんので、どういう形にしても合意

を得られるように説明を丁寧にしていきたい

と思っています。 

 以上です。 

 

○井手順雄委員 繰越工事がもうたくさんあ

りますね。こういった震災関係の災害復旧と

いうことで仕方がないと思うんですが、通常

の工事であった場合、こういった繰り越しは

簡単にできるもんかな。私の認識じゃね、年

度末までには必ず終わってくださいと、繰り

越しちゃだめですよというような感覚です

よ。今はどういう状況ですか、その辺は。 

 

○藤本監理課長 繰り越しにつきましては、

今御指摘がありましたとおり、地方自治法上

の制度としては例外規定でございますので、

その年度内に終わるというのが基本でござい

ます。その中で、やむを得ず繰り越しをする

ものがございますので、通常は12月議会にお

いてその枠を提案させていただいておりま

す。ただ、今の時期、熊本地震以降は、かな

りその状況が、工事を大量に発注しておりま
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すので、やはり結果的に繰越額が非常に多く

なっており、やむを得ず繰り越しを行ってお

り、さらに、事故繰越も発生しているという

状況でございます。 

 

○井手順雄委員 じゃたい、繰り越しまし

た、例えば、ことしも予算要求されますけれ

ども、まだ全然工事が終わっていないのに、

まだその災害の続きがあると。そのときにま

た予算要求するわけでしょう。そうしたらも

う、その年で倍ぐらいの金額になるんじゃな

かろうか。それは国としては認めてくれるわ

けですか。 

 

○藤本監理課長 災害復旧事業は、原則とし

ては３年間で終わるというのが原則でござい

ますので、基本は、その中でやはり繰り越し

がありながらも、２年目、３年目の予算要求

を行っているという実情がございます。 

 

○井手順雄委員 もう２年半がたちました、

なら、来年いっぱいまでにその工事は終わっ

てしまわなくちゃいけないというような認識

でよかですかね。 

 

○藤本監理課長 基本はそのとおりでござい

ますが、ただ、ちょっと通常の災害と比べる

とかなり大きい災害でございますので、４年

目につきましても、国と協議を行う必要があ

るかとは考えております。 

 

○井手順雄委員 そのときは応援します。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○緒方勇二委員 関連して。この明許繰り越

しの理由の中で、堆積土砂とか水質汚濁防止

とかいろいろ書いてあるんですね。それと、

関係機関との協議に不測の日数とか書いてあ

るんですが、水質汚濁防止等に不測の日数を

要するとか、これは具体的にはどういうこと

を指すんですかね。例えばですね、これはよ

く思うんですが、河川で水質汚濁防止をいろ

いろ何層かに分けてやってあるんですけれど

も、最近の農業はすごく代かきやって、みん

な河川を水質を汚濁するんですね。土木の事

業やられているほうが、もっと至極真っ当な

ことをやられているんですが、こういう何か

汚濁防止をするために不測の日数を要するよ

うなことを、基本的に生じますかね。 

 

○竹田河川課長 河川課でございます。 

 河川にもいろいろあろうかと思います。そ

こでの内水面漁協等々もございます。そうい

うところ、あるとこないとこもございます。

当然、一般住民の方々も、濁った水を快く思

わない方が当然いらっしゃいます。なるべく

その汚濁水が出ないような対応をするんです

けれども、それ以上の措置を求められる場合

もございます。そういった場合に、ちょっと

普通はここまでしかやらないんですけどとい

うところで協議をする場合もございます。 

 

○緒方勇二委員 近接工事がすごくつながっ

ているとか、それなら、みんなでやりましょ

う、そこはとか、いろんな工夫ができるケー

スが多かったんだろうと思いますけれども、

その辺の連携とか何かうまいことやればでき

そうな気もするんですけれども、そういうこ

とと、それから、済みません、これは道路保

全課か維持のほうになるか知りませんが、何

年か前の北部豪雨災害のときに、繰り越しの

理由の中で、ガードマン不足というのが物す

ごく出た時期がありました。今回は出ないん

ですね。随分そのときにお願いしたのがです

ね、交通量の度合いによってガードマンの張

りつけ要件が同じじゃいけないんじゃないで

すかというふうなお願い方をしたんですね。

すごくこれは大変だろうというぐらいガード
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マンさんがさばいているケースもあれば、全

く交通量が少ないにもかかわらず、こぎゃん

張りつけにゃんとかねというような事例もあ

るんですね。その辺、何か改善されたんです

かね、これ。 

 

○竹田河川課長 まず、最初の御指摘に関し

ましては、やはり私どものほうでまだ工夫を

すべきところがいっぱいあろうかと思いま

す。御指摘のとおりのところも当然ございま

すので、そのあたりは気をつけて少しでも工

程上スムーズにいくように、また、そのほう

がコストも安く済みますので、その辺は配慮

してまいりたい思っております。 

 以上です。 

 

○勝又道路保全課長 交通整理に関しまして

は、交通管理者との協議に基づいて、人数と

か、それから張りつける場所とかということ

を決めているかと思います。それにつきまし

ては、確かに震災が発生した直後あたりに比

べると随分と緩和されてきたとは、人員不足

がですね、緩和されてきたとは思いますが、

まだまだ足りない状況にはあるというふうに

は聞いております。 

 対策につきましては、やはり継続的に交通

誘導員あたりを雇っておくとか、そういうこ

とで工事がスムーズに進むように配慮してい

るのではないかというふうに考えておりま

す。 

 

○緒方勇二委員 これ、下水環境課にお尋ね

しますけれども、35ページですけれども、浄

化槽が5,500万ほど残が出ていますけれど

も、何か大きな理由があるんですかね。浄化

槽、これは市町村設置型とか、いろんなこと

だろうと思うんですけれども、その理由を。 

 

○渡辺下水環境課長 浄化槽整備事業でござ

いますが、これは主に浄化槽の設置者に補助

を行う市町村に助成を行うものでございま

す。 

 昨年度は、熊本地震によりまして被害を受

けた浄化槽に対する取りかえ、新設といたし

まして769基の補助の予算を確保しておりま

した。これにつきましてが、工事業者の不足

などにより、年度末に設置者から補助申請の

取り下げなどが相次いだことから、市町村が

想定していた補助基数を大きく下回ったこと

が執行残の理由でございます。 

 

○緒方勇二委員 ということは、被災した浄

化槽はそのままになっているということです

か、取り下げがあったということは。 

 

○渡辺下水環境課長 多くの被災者の方がい

まだ仮設住宅などにおられて、従前に住んで

おられたお家のほうにまだ帰還が進んでいな

いというところもございます。 

 以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員長 よろしいですか。 

 

○緒方勇二委員 はい。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに何かありません

か。 

 

○溝口幸治委員 先ほどの繰り越しにちょっ

と関連しているんですけれども、河川と港湾

はほとんどが関係機関とのということで、漁

協との協議ということで、ちょっと私、海の

ことはよく存じ上げませんけれども、河川の

協議でいくと、中にはちゃんとした理由のや

つもあるんだと思いますが、私が聞いたり調

べたりしている中では、いわゆる漁協組合が

過度な要求をして日数がたってしまうという

ことがあったり、あるいは工事をしている途

中に振興局とかにどなり込んでいって、どな

り込んでこられた若い職員がびっくりするか
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ら現場をとめる、現場をとめられると、機械

や重機がそのまま何日も放置されるので、そ

れはちょっとかなわぬということで、まあ、

協賛金なり何なりで解決をしていくというふ

うなケースもあるようですが、先ほど農林の

ところでも申し上げたんですけれども、ま

あ、協賛金がちゃんとした適正なやりとりを

される分には構わないと思うんですが、やっ

ぱり過度な要求があったり、今震災でそれぞ

れの河川でそういった事業があるやにも聞こ

えてきておりますので、やっぱりそういう状

態にならないように、行政もしっかり漁協組

合、あるいは河川を使う方々、あるいはそこ

の当該自治体とかと一緒になって良好な関係

をつくっていくというところを、しっかり土

木部としてもやっていく必要があるんだとい

うふうに思います。 

 そのあたりをぜひ、これはさっき農林でも

申し上げたんですけれども、決算委員会でも

きっちり皆さん方に指摘をさせていただい

て、これは県庁全体でちゃんと取り組んでい

くということをぜひやっていただきたいと思

っていますので、河川局長か土木部長か、コ

メントをいただければ。 

 

○宮部土木部長 今溝口委員からの御指摘、

私どもも、しっかりと振興局とも意見交換を

しながら、情報も共有しながら、また、関係

する、先ほど申された農林水産部とも連携を

とりながら対応していきたいと思います。 

 

○小早川宗弘委員長 溝口委員、よろしいで

すか。 

 

○溝口幸治委員 はい。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○鎌田聡委員 附属資料のほうの187ページ

ですね、県営住宅の収入未済の額が、これは

皆さんの頑張りもあると思いますけれども、

非常に少なくなってきているという御説明が

ございましたが、頑張りで少なくなったとい

うことでいいんですか。入居者がかわったん

ですかね。 

 

○小路永住宅課長 未収金対策につきまして

は、188ページの４番に対策を書いておりま

す。この中で、初期の滞納者に対して速やか

に滞納状況を解消するということが、だんだ

ん数が少なくなっていくことでできている

と。その初期滞納者の対応ができることで、

従前の滞納者にもしっかりと徴収の催促をす

るということがうまくできているというの

が、収入未済額が減ってきている状況ではな

いかというふうに思っております。 

 

○鎌田聡委員 初期滞納者への対応が早い

と、速やかにやるということ。何か分割のほ

うにうまく移しているとか、何かその辺のや

り方が、やって功を奏したとか、そういうの

もあるんですか。 

 

○小路永住宅課長 住宅課でございます。 

 収入未済の状況で３番に分割納付と生活困

窮の状況があります。なかなか滞納された方

にすぐ全額ということが難しい状況もありま

すので、そういった方については、分割納付

をお願いしたりしております。 

 

○鎌田聡委員 多分生活困窮者というのは、

結構ふえてきているとは思うんですよね。こ

のように収入未済は減ってきているというこ

とで、皆さんのそういったやり方がうまく功

を奏してきているんじゃないかなというふう

に思いますので、ぜひ、強力に取り立てると

いうことじゃなくて、そういった相手に応じ

たやり方とそのタイミング、言われたように

初期対応ということでしっかりと取り組んで

いただくことが、成果が出てきておりますの
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で、継続して頑張っていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いしたいと思います。 

 

○小早川宗弘委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、これで土木

部の審査を終了します。 

 次回の第６回委員会は、10月22日月曜日午

前10時に開会し、午前に商工観光労働部及び

国際スポーツ大会推進部、午後に教育委員会

の審査を行うこととしておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

 なお、委員会資料は、いつもどおり足元の

資料袋に入れてありますので、御確認のほど

よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 皆さん、お疲れさまでございました。 

  午後２時19分閉会 
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